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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

提出会社の状況

　

回次 第29期 第30期 第31期 第32期 第33期

決算年月 平成17年６月 平成18年６月 平成19年６月 平成20年６月 平成21年６月

売上高 (千円) 20,359,50722,909,76724,711,05925,747,68225,141,281

経常利益 (千円) 1,688,0322,924,2433,023,1542,634,0162,423,671

当期純利益 (千円) 901,0691,459,5641,541,6291,102,0451,072,180

持分法を適用した場合
の投資利益

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) 1,594,0901,597,3982,390,5032,390,5032,390,503

発行済株式総数 (株) 134,438 134,670 143,870 143,870 143,870

純資産額 (千円) 7,204,0238,502,68411,489,67012,358,42813,165,177

総資産額 (千円) 12,711,03313,892,08816,046,79016,215,31217,415,825

１株当たり純資産額 (円) 53,288.6863,137.1879,861.4885,899.9791,507.45

１株当たり配当額
(うち１株当たり
中間配当額)

(円)
1,000

(500)

1,000

(500)

1,300

(500)

1,800

(800)

1,600

(800)

１株当たり当期
純利益金額

(円) 6,522.9210,848.2510,934.157,660.017,452.43

潜在株式調整後
１株当たり当期
純利益金額

(円) 6,504.4210,836.1510,930.58 ― ―

自己資本比率 (％) 56.7 61.2 71.6 76.2 75.6

自己資本利益率 (％) 15.16 18.59 15.42 9.24 8.40

株価収益率 (倍) 17.78 20.00 12.80 8.83 9.59

配当性向 (％) 15.33 9.22 11.89 23.50 21.47

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 1,310,3263,328,0601,501,8451,731,4021,573,342

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △1,130,153△611,423 26,941△4,421,458△242,396

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 1,408,537△1,195,128514,591△586,440△1,329,972

現金及び現金同等物
の期末残高

(千円) 2,687,4134,208,9226,252,3012,975,8042,976,778

従業員数
(外、平均臨時雇用者数)

(人)
464

(4,152)
532

(4,229)
545

(4,221)
545

(4,836)
533

(4,337)
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(注) １　当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　第29期において、平成16年８月６日付で、ストックオプション権利行使(576株、29,520千円)がなされておりま

す。また、平成16年９月15日付で有償一般公募(5,000株、1,619,200千円)、平成16年10月６日付で有償第三者割

当(443株、143,461千円)を行っております。さらに、平成16年12月20日付をもって株式を１株につき２株に分

割しております。これにより、発行済株式総数及び純資産額が増加しております。           

４　第31期において、平成18年10月19日付で有償一般公募(8,000株、1,379,312千円)、平成18年11月20日付で有償第

三者割当(1,200株、206,896千円)を行っております。

５  第32期の１株当たり配当額には、海外進出記念配当200円を含んでおります。

     ６  第32期及び第33期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株

式が存在しないため記載しておりません。
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２ 【沿革】

　

年月 事項

昭和52年４月 有限会社三光フーズ設立

昭和58年２月 有限会社三光フーズを組織変更し、株式会社三光フーズ設立

昭和59年９月 「だいこんの花」第１号店を東京都渋谷区に開店

平成３年８月 「葡萄屋」渋谷店を開店

平成３年10月 「酒菜屋　東方見聞録」渋谷店を東京都渋谷区に開店

平成８年11月 スパッゲティ専門店「パスタママ」新宿店を東京都新宿区に開店

平成10年12月 「東方見聞録」新宿地域第１号店として新宿中央東口店を開店

平成12年２月 神奈川県に初出店となる「東方見聞録」横浜西口店を横浜市西区に開店

平成12年11月 「月の雫」第１号店として赤坂見附店を東京都港区に開店

平成13年４月 株式会社三光フーズ業務拡大につき、本社を東京都新宿区新宿三丁目に移転

平成13年12月 東京都下(23区外)に初出店となる「東方見聞録」府中店を東京都府中市に開店

平成14年３月 駅ビルへの初出店となる「月の雫」アトレ上野店を東京都台東区に開店

平成14年10月 商号を株式会社三光マーケティングフーズに変更

平成15年３月 日本証券業協会ジャスダック市場に株式を店頭登録

平成15年４月 大阪市北区梅田に初出店となる「月の雫」西梅田店を開店

平成16年６月 業務拡大に伴い、本社を東京都新宿区西新宿二丁目新宿NSビルに移転

平成16年７月 第三の業態「黄金の蔵ジパング」新宿東口店を東京都新宿区に開店

平成16年９月 埼玉県さいたま市に初出店となる「月の雫」大宮店を開店

平成16年９月 東京証券取引所市場第二部に上場

平成16年９月 名古屋市中区錦にFC第１号店「月の雫」名古屋栄店を開店

平成16年10月 神戸市中央区に初出店となる「月の雫」クレフィ三宮店を開店

平成17年４月 大阪市阿倍野区に「東方見聞録」としては40店舗、総数では90店舗目となるあべのアポロビル店

を開店

平成18年３月 千代田区御茶ノ水に直営店100店舗目となる「黄金の蔵」お茶の水店を開店

平成18年９月 新業態である「ごはんや 三光亭」東千葉店を開店

平成18年９月 愛知県に直営初出店となる「月の雫」名駅南店を開店

平成18年９月 「ごはんや 三光亭」第２号店を大阪市淀川区に開店

平成18年11月 名古屋市中区にFC第２号店「東方見聞録」名古屋駅前店を開店

平成18年11月 東京都内にFC初出店となる「月の雫」池袋西口エル・クルーセ店を開店

平成19年５月 長野県長野市に「ごはんや 三光亭」としてFC第１号店、長野徳間店を開店

平成20年６月 台湾企業の美食達人股?有限公司と、台湾国内において合弁会社を設立し、居酒屋事業を展開して

いくことについて合弁契約を締結

平成20年７月 アジアンエイト株式会社の全株式を取得

平成20年７月 「電撃ホルモン」第１号店を東京都豊島区に開店

平成20年12月 「金の蔵Ｊｒ．」第１号店を東京都調布市に開店

平成21年２月 台湾において合弁会社「三光美食達人股?有限公司」を設立

平成21年３月 本社を東京都豊島区南池袋三丁目サトミビルに移転

平成21年５月 全品300円居酒屋「金の蔵Ｊｒ．」第１号店を東京都豊島区に業態転換により開店
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３ 【事業の内容】

「価値ある食文化の提案」を企業理念に掲げ、「東方見聞録」「月の雫」「黄金の蔵」を主力ブランド

として、首都圏を中心に居酒屋事業を展開しております。また、日常食業態として食堂事業「ごはんや 三光

亭」を展開しております。各ブランド・業態の特徴は下記のとおりであります。

　

業態 特徴 店舗数(店)

東方見聞録

“都会の中の隠れ家”としてご利用いただけるような“個室感覚の空間

作り”を意識し、照明を抑えた落ち着いた雰囲気の店舗作りに取り組ん

でおります。炭火串焼を中心に“手作り感”を大切にした幅広いメ

ニューを揃え、お客様にくつろぎの時間をご堪能していただくことを志

した店舗です。

48

月の雫

「東方見聞録」の店舗開発で確立してきた“個室感覚の空間作り”のコ

ンセプトを継承して、より女性を意識した店作りに取り組んだのが「月

の雫」であります。「月の雫」ではヘルシーなイメージが定着している

豆冨料理を中心にしたメニューを揃え、「東方見聞録」と同様、“手作り

感”を大切にした料理を提供しております。

37

黄金の蔵

「東方見聞録」、「月の雫」の店舗開発で得たスキルと経験を活かした

“半個室感覚”のコンセプトを意識し、低価格帯の和洋創作メニューを

中心としてより広範囲のお客様をターゲットとしております。「東方見

聞録」、「月の雫」と同様、“手作り感”を大切にした料理を提供してお

ります。

18

ごはんや 三光亭

30年前に神田のガード下ではじめた定食屋「三光亭」を原点として、

「毎日食べても飽きないもの」・「健康・安全・安心」・「できたての

味」をキーワードとした「日常食」を提供したいというのが「ごはんや

三光亭」のコンセプトです。居酒屋経営で培った市場開発力を発揮し、新

しい商品の組み合わせや品揃えを提案することで、多くのお客様にご利

用していただくことを目指しております。

2

その他

低価格をテーマに新たな価値を創造するブランドとして「金の蔵Jr.」

を９店舗、栄養満点で人気のホルモンをリーズナブルな価格設定でご提

供する「電撃ホルモン」を５店舗、ワンランク上のブランドとして「吉

今」を５店舗、プライベートに配慮した作りで和食・洋食・イタリアン

の多彩なメニューをお手頃な価格でご提供する「葡萄屋」１店舗、さま

ざまなパスタのバリエーションを手軽に楽しめる「パスタママ」１店

舗、その他３店舗をそれぞれ出店しております。

24

　
(注)　店舗数は平成21年６月30日現在の数です。

フランチャイズ店として「東方見聞録」を３店舗、「月の雫」を２店舗、「黄金の蔵」を１店舗、「荳庵」を　１

店舗、「ごはんや 三光亭」を１店舗の合計８店舗を開店しております。
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４ 【関係会社の状況】

該当事項はありません。

　

５ 【従業員の状況】

(1) 提出会社の状況

平成21年６月30日現在

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

533(4,337) 31.9 2.2 4,282,631

(注) １　従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は年間の平均人員を(    )内に外数で記載しております。

２　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

　

(2) 労働組合の状況

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は良好であり、特記すべき事項はありません。

　

EDINET提出書類

株式会社　三光マーケティングフーズ(E03404)

有価証券報告書

 6/89



第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当事業年度におけるわが国経済は、米国発の金融不安に端を発する株価急落、急激な円高進行により企

業収益の悪化が顕著になり、個人消費も減退し、厳しい状況となりました。

　外食業界におきましては、個人の外食を控える傾向に歯止めがかからず、来店客数が減少するとともに

低価格志向が顕著となり、客単価の低下が一層進行いたしました。

このような状況の中、当社は「いつまでも感謝の気持ちを原点に」を当事業年度のスローガンとして、

「売上拡大のためのブランド強化」、「お客様の嗜好を捉えた商品開発」、「仕入コストダウンのための

購買力強化」、「継続的なドミナント出店」、「人財教育・評価体制の再整備」、「台湾事業展開の具現

化」、また、下期は「新ブランドの開発」を政策課題として、次のとおり取り組んでまいりました。

　営業におきましては、日曜日から木曜日までリーズナブルな価格設定による宴会企画を実施し、週末以

外の宴会需要の掘り起しを行うとともに一部店舗においては従来の宴会にも低価格コースを導入いたし

ました。また、販売促進策として、キャンペーン内容を月単位で変更・打ち出しを行う等新規お客様の開

拓に取り組むとともに、店舗では携帯電話のメルマガ会員を広く募ってお客様の再来店につなげてまい

りました。

　これらの取組みは一定程度の成果を上げましたが、不況による外食抑制意識は非常に強く、さらにメ

ニュー全体の価格を見直した新たな店舗の開発を進めることとなりました。

　店舗開発におきましては、お客様の低価格志向に適合すべく、上期に商品価格を低く抑えたブランドと

して「電撃ホルモン」、「金の蔵Ｊｒ．」を開発いたしました。下期には、「電撃ホルモン」に低価格の

立呑み店を開発導入し、「金の蔵Ｊｒ．」に「全品300円居酒屋金の蔵Ｊｒ．」を開発導入し、さらに、

「全品299円居酒屋金の蔵Ｊｒ．」、「全品299円居酒屋東方見聞録」を開発し、既存店舗の改装を含め新

たに店舗展開を始めました。

　新規出店におきましては「東方見聞録」１店舗、「金の蔵Ｊｒ．」２店舗となり、改装店舗におきまし

ては６店舗となりました。一方、テナントビルの再開発又は中長期視点からの収益力強化を目的として計

９店舗を閉店いたしました。当事業年度末日における総店舗数は、直営店129店舗、フランチャイズ店８店

舗となりました。

　商品におきましては、仕入部門では、商材の仕入価格引下げに向け価格交渉を実施するとともに、流通経

路の見直し等による合理化を推進し、原価の低減に努めてまいりました。開発部門では、主力ブランドで

ある「東方見聞録」及び「月の雫」においてグランドメニューの改定を実施し、お客様の低価格志向を

踏まえた低価格メニューを導入・強化してまいりました。さらに、「500円均一ランチ」を開発し、一部店

舗で導入いたしました。

　管理面におきましては、「情報システムネットワークの見直しによるシステム費の削減」を行うととも

に「本社移転による家賃の低減及び業務の効率化」を実現する等より一層のコスト削減に努めてまいり

ました。また、幹部人財育成に向けての制度として「三光塾」の運営を開始いたしました。

　台湾事業におきましては、わが国同様台湾国内においても景気の冷え込みが著しく、改めて市場を分析

するとともに、事業計画の再検証を進めてまいりました。

以上の結果、当事業年度における売上高は、前年同期比2.4％減少し251億41百万円となりました。営業

利益は、前年同期比2.0％減少し23億89百万円、経常利益は前年同期比8.0％減少し24億23百万円、当期純

利益は前年同期比2.7％減少し10億72百万円となりましたが、利益率に関しましては、売上高経常利益率
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9.6％と高い水準を確保いたしました。

　

(2) キャッシュ・フローの状況

当事業年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」）は、前事業年度末に比べほぼ横ばいの、29

億76百万円となりました。

なお、当事業年度における各キャッシュ・フローの状況及び増減要因は、「７　財政状態、経営成績及び

キャッシュ・フローの状況の分析　(3)キャッシュ・フローの分析」に記載のとおりであります。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 原材料仕入実績

原材料仕入実績を業態別に示すと、次のとおりであります。

業態別
第33期

(自　平成20年７月１日
至　平成21年６月30日)

前年同期比(％)

東方見聞録 2,314,066千円 90.5

月の雫 2,154,627 91.2

黄金の蔵 955,359 99.2

ごはんや 三光亭 61,312 44.7

その他 773,973 111.7

合計 6,259,339 93.2

(注)　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2) 販売実績

販売実績を業態別に示すと、次のとおりであります。

業態別
第33期

(自　平成20年７月１日
至　平成21年６月30日)

前年同期比(％)

東方見聞録 9,332,727千円 91.2

月の雫 8,662,272 92.4

黄金の蔵 3,966,824 100.9

ごはんや 三光亭 171,226 43.8

その他 3,008,230 164.9

合計 25,141,281 97.6

(注)　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(3) 収容能力及び収容実績

収容能力及び収容実績を業態別に示すと、次のとおりであります。

業態別

第32期
(自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日)

第33期(当事業年度)
(自　平成20年７月１日
至　平成21年６月30日)

客席数
(千席)

構成比
(％)

来店客数
(千人)

構成比
(％)

客席数
(千席)

構成比
(％)

来店客数
(千人)

構成比
(％)

東方見聞録 3,690 40.6 3,367 37.8 3,632 38.9 3,170 36.4

月の雫 3,399 37.4 2,951 33.1 3,291 35.3 2,842 32.6

黄金の蔵 1,384 15.2 1,423 16.0 1,376 14.8 1,438 16.5

ごはんや 三光亭 208 2.3 641 7.2 78 0.8 286 3.3

 その他 413 4.5 524 5.9 953 10.2 975 11.2

合計 9,094100.08,906100.09,332100.08,714100.0

(注)　客席数は、各月末現在の各店舗客席数×営業日数として算出しております。
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３ 【対処すべき課題】

現在認識している会社が対処すべき課題の主要なものは次のとおりです。

①既存店の強化

効果的な販促の実施により、店舗の収益力を高めることはもちろん、勤怠管理システムやオーダーエン

トリーシステムの再構築や機能強化により、これまで以上に店舗運営の効率化を推進し、ローコスト経営

をさらに進めてまいります。

②低価格業態の迅速な展開

昨今のお客様の低価格志向に対応すべく、新たに開発した低価格業態の展開を迅速に行ってまいりま

す。

③人財の確保及び育成

少子化の進行により今後はさらに人員の確保が難しくなると予想されることから、採用部門の体制を

強化し、常に適正な人員を揃え、店舗運営に支障をきたすことがないよう努めてまいります。また、経営者

感覚を持ち店舗運営を委ねられるほどの優秀な人財の育成は競合他社がひしめく外食産業において必要

不可欠であり、会社の持続的発展のためにも最重要課題のひとつであるとの認識に立ち、社内教育制度

（「三光塾」）のより一層の充実を図ってまいります。

④コンプライアンス経営の推進・徹底

企業としての社会的責任を果たし、信頼される企業となるべく、引き続き、コンプライアンス経営の推

進・徹底を図ってまいります。

　

　

EDINET提出書類

株式会社　三光マーケティングフーズ(E03404)

有価証券報告書

10/89



４ 【事業等のリスク】

当社の事業活動におけるリスクで、業績又は財務状態に重要な影響を及ぼす可能性があると考えられる

主な事項は次のとおりです。当社は、これらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避に努め及び

発生した場合に適切に対応する所存であります。なお、文中における将来に関する事項は、当事業年度末現

在において当社が判断したものであります。

①食材について

食材については、近年、ＢＳＥ、鳥インフルエンザ、食品表示の偽装、輸入食材及び輸入加工食品による

事故等、お客様からその安全性についての信頼を損なう事象が度々発生しております。当社は、良質な食

材を安定的に確保していくために、食材の仕入先が特定業者に片寄らないよう留意し、食材の安全性につ

いても自社チェックや仕入先への確認・検証を行っております。しかし、事故発生等により安定的な供給

体制が損なわれた場合には、商品の提供に支障を来たし仕入価格が高騰するおそれがあり、当社の業績が

影響を受ける可能性があります。また、特定の食材についての風評被害や外食業界全体に対する信用不安

により当社の業績又は財務状態が影響を受ける可能性があります。

②敷金・保証金等の回収

当社は、店舗の多くを賃借により出店しており、賃貸借契約の締結に際して敷金又は保証金等を支払う

場合が多くあります。契約締結前はもちろん、契約締結後といえども、賃貸人の与信審査を行う等、賃貸人

の信用不安に備えておりますが、万一、賃貸人が破産等をした場合、又は、賃貸借契約を中途解約した場合

には、敷金又は保証金等の回収が困難となり、当社の業績又は財務状態が影響を受ける可能性がありま

す。

③法的規制について

当社が営む外食事業は、食品衛生法、食品循環資源の再生利用等の促進に関する法律（食品リサイクル

法）、消防法、エネルギーの使用の合理化に関する法律（省エネ法）その他の店舗の運営に関わる各種法

令により規制を受けております。これらの法的規制が法令改正等により強化された場合、それに対応する

ための新たな費用等が発生等することにより、業績又は財務状態が影響を受ける可能性があります。

④天災等の影響について

当社の店舗は、首都圏を中心とした都市部の駅前に集中しており、地震、台風等の天災により、首都圏の

駅周辺の被害が甚大な場合や、火災等により営業の継続が困難となった場合には、当社の業績又は財務状

態が影響を受ける可能性があります。
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５ 【経営上の重要な契約等】

(提出会社)

１.フランチャイジーとの加盟契約

当社は、当事業年度末現在、７社(８店舗)とフランチャイズ契約を締結しております。その内容は次

のとおりであります。

　(1) 当事者(当社と加盟者)間で、締結する契約

①　契約の名称 東方見聞録、月の雫、黄金の蔵、ごはんや三光亭の各フランチャイズチェーン

加盟契約

②　契約の本旨 当社の許諾による各フランチャイズチェーンに加入し、当該店舗経営のため

の、フランチャイズ契約関係を形成すること。

　(2) 加盟に際して徴収する契約金、その他金銭に関する事項

①　加盟契約金 400万円～800万円(別途消費税)

②　保証金 100万円～200万円

③　ロイヤルティ 総売上高の２～４％(別途消費税)或いは毎月30万円（別途消費税）

④　システム使用料 毎月３万円或いは20万円(別途消費税)

⑤　契約更新料 200万円(別途消費税)

　(3) 商標等の使用許諾に関する事項

東方見聞録、月の雫、黄金の蔵、ごはんや 三光亭の各商標、サービスマーク、ロゴマーク、意匠、キャッチ

フレーズ等一切の営業表示については、当社の指示に従って使用することを許諾する。

　(4) 契約期間に関する事項

①　契約期間 契約日より５年間

②　契約更新 当事者(当社と加盟者)間の合意がなされる場合に限り契約の更新を行う。契

約の更新期間は２年とする。

　　２.台湾企業との合弁契約

　　(1)契約の名称　　　 合弁契約書

　　(2)契約の本旨　　　 台湾国内において居酒屋事業を展開するために、共同出資して合弁事業を　

　　　　　　　　　　　　開始すること。

　　(3)契約の当事者　　 当社と美食達人股?有限公司

　　(4)契約締結時期　　 平成20年６月16日

　　(5)契約期間　　　　 平成20年６月16日～合弁契約の解消まで

　

６ 【研究開発活動】

該当事項はありません。
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７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1)財政状態の分析

①　資産

イ　流動資産 前事業年度末に比べて、16.3%減少し、40億72百万円となりました。

これは主に未収入金が7億92百万円減少したことによるものであり

ます。

ロ　固定資産 前事業年度に比べて、17.6%増加し、133億43百万円となりました。こ

れは主にリース会計基準の適用によりリース資産が15億94百万円

増加したことによるものであります。

②　負債

イ　流動負債 前事業年度に比べて、3.3%減少し、28億84百万円となりました。これ

は主に未払金が１億36百万円減少したことによるものであります。

ロ　固定負債 前事業年度に比べて、56.6%増加し、13億65百万円となりました。こ

れは主にリース会計基準の適用によりリース債務が4億22百万円増

加したことによるものであります。

③　純資産 前事業年度に比べて、6.5%増加し、131億65百万円となりました。こ

れは主に利益剰余金が８億13百万円増加したことによるものです。

(2) 経営成績の分析

①　売上高 前年同期比2.4％減少し、251億41百万円となりました。

この主な減少要因は、全体的な消費の冷え込みにより、既存店前年

比が92.8%と落ち込んだことによるものであります。

②　売上原価 前年同期比6.8％減少し、62億60百万円となりました。

この主な減少要因は、売上高の減少に伴って仕入高も減少したこと

及び前事業年度まで営業外収益として計上していた、固定資産負担

金及び協賛金収入を、当事業年度より売上原価から控除することと

したことによるものであります。

③　売上総利益 前年同期比0.8％減少し、188億80百万円となりました。

④　販売費及び一般管理費 前年同期比0.6％減少し、164億90百万円となりました。

⑤　営業利益 以上の結果前年同期比2.0％減少し、23億89百万円となりました。

⑥　営業外収益 前年同期比72.2％減少し、75百万円となりました。

この主な減少要因は、固定資産負担金及び協賛金収入の計上を当事

業年度より売上原価から控除することとしたことによるものであ

ります。

⑦　営業外費用 前年同期比46.0％減少し、42百万円となりました。

⑧　経常利益 以上の結果前年同期比8.0％減少し、24億23百万円となりました。
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⑨　特別利益 前期比6.1％増加し、２億33百万円となりました。

⑩　特別損失 前年同期比18.3％減少し、6億76百万円となりました。この主な減少

要因は、投資有価証券評価損の計上が当事業年度はなかったことに

よるものであります。

⑪　当期純利益 以上の結果前年同期比2.7％減少し、10億72百万円となりました。

(3) キャッシュ・フローの分析

当事業年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」）は、前事業年度末に比べほぼ横ばいの、29

億76百万円となりました。

なお、当事業年度における各キャッシュ・フローは次のとおりであります。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動の結果得られた資金は、15億73百万円（前年同期比9.1％減）となりました。これは、主に法人

税等の支払額が12億6百万円計上されたものの、税引前当期純利益が19億80百万円、非現金支出項目であ

る減価償却費３億74百万円及び減損損失が４億２百万円計上されたことによるものであります。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動の結果使用した資金は、２億42百万円（前年同期比94.5%減）となりました。これは、主に有形

固定資産の売却による収入13億21百万円、差入保証金の回収による収入15億40百万円が計上されたもの

の、有形固定資産の取得による支出７億41百万円、差入保証金の差入による支出17億58百万円があったこ

とによるものであります。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動の結果使用した資金は、13億29百万円（前年同期比126.8%増）となりました。これは、長期借

入金の返済による支出が83百万円、リース債務の返済による支出９億89百万円及び配当金の支払額２億

56百万円によるものであります。

　

なお、キャッシュ・フロー指標のトレンドは以下のとおりであります。

　

　 平成19年６月期 平成20年６月期 平成21年６月期

自己資本比率(％) 71.6 76.2 75.6

時価ベースの自己資本比率(％) 125.5 60.0 59.1

債務償還年数(年) 0.3 0.1 0.5

インタレスト・カバレッジ・レシオ(倍) 114.4 380.9 79.3

　

１　上記指標の算出方法は、以下のとおりであります。

①　自己資本比率　：　自己資本／総資産

②　時価ベースの自己資本比率　：　株式時価総額／総資産

(株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数により算出しております。)

③　債務償還年数　：　有利子負債／営業キャッシュ・フロー

④　インタレスト・カバレッジ・レシオ　：　営業キャッシュ・フロー／利払い

２　各指標は、いずれも財務数値により計算しております。

３　営業キャッシュ・フローはキャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用

しております。有利子負債は、貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負

債を対象としております。また、利払いについてはキャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用

しております。
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

当社では、当事業年度「東方見聞録」を１店、「金の蔵Jr.」を２店、その他６店舗、合計９店舗の新規出

店をしております。総額24億99百万円の設備投資(入居保証金を含む)を行いました。

また、当事業年度において、「東方見聞録」を６店、「月の雫」を１店、「黄金の蔵」を２店、その他２店、

合計11店舗の設備をセール＆リースバックにより売却しておりますが、当事業年度よりリース取引に関す

る会計基準が変更され、これらの方法がファイナンス・リース取引に該当すると判定されたため、売買処理

に準じた会計処理を行うこととなりました。
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２ 【主要な設備の状況】

(1) 設備の状況

平成21年６月30日現在における各事業所の設備、投下資本並びに従業員の配置状況は次のとおりであ

ります。

事業所名
(所在地)

設備の内容

帳簿価額(千円)
従業員数
(人)

建物 構築物
工具、器具
及び備品

リース資産

東方見聞録
渋谷店他34店
(東京都)

店舗設備 33,488 ― 3,915 208,025111(1,046)

東方見聞録
横浜相鉄口店他４店
(神奈川県)

店舗設備 1,158 ― 130 ― 13( 190)

東方見聞録
津田沼店
(千葉県)

店舗設備 324 ― 76 ― 2(   35)

東方見聞録
大宮西口店
(埼玉県)

店舗設備 ― ― ― ― 1(　 32)

東方見聞録
新大阪店他５店
(大阪府)

店舗設備 55,687 ― 14,756 ― 19(　190)

月の雫
赤坂見附店他23店
(東京都)

店舗設備 9,315 ― 2,891 862,86179(　917)

月の雫
川崎駅前店他４店
(神奈川県)

店舗設備 556 ― 1,050 39,320 18(　220)

月の雫
千葉東口店他１店
(千葉県)

店舗設備 916 ― 327 53,438 7(　109)

月の雫
大宮店他１店
(埼玉県)

店舗設備 348 ― 181 132,501 6(　 95)

月の雫
名駅南店
(愛知県)

店舗設備 ― ― ― ― 3(　 38)

月の雫
西梅田店他２店
(大阪府)

店舗設備 312 ― 181 56,787 13(　 93)

黄金の蔵
新宿東口店他12店
(東京都)

店舗設備 25,595 ― 1,326 57,887 41(　384)

黄金の蔵
横浜西口店
(神奈川県)

店舗設備 12,707 ― 42 ― 7( 　70)

黄金の蔵
千葉東口駅前店他２店
(千葉県)

店舗設備 ― ― ― 37,817 9(　110)

黄金の蔵
西梅田店
(大阪府)

店舗設備 ― ― 534 ― 2(　 13)
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事業所名
(所在地)

設備の内容
帳簿価額(千円)

従業員数
(人)

建物 構築物
工具、器具
及び備品

リース資産

ごはんや三光亭
野田山崎貝塚店
(千葉県)

店舗設備 ― ― ― ― 1(　 20)

ごはんや三光亭
新大阪店
(大阪府)

店舗設備 24,209 ― 3,612 ― 1(　 17)

その他店舗
吉今大手町店他19店
(東京都)

店舗設備 274,383 ― 45,761145,91449(　532)

その他店舗
吉今横浜店他２店
(神奈川県)

店舗設備 87,543 ― 13,486 ― 7(　112)

その他店舗
吉今西梅田店
(大阪府)

店舗設備 ― ― 558 ― 3(　 22)

本社
(東京都豊島区)

統括業務施
設

70,536 ― 40,840 ― 149(　 16)

　 (注) １　金額は帳簿価額であり、建設仮勘定は含まれておりません。なお、金額には消費税等を含めておりません。

２　建物は賃借物件に係る内装設備であります。

３　従業員数の(　)は、臨時雇用者数を外書きしております。

４　リース契約による主な賃借設備は次のとおりであります。

　

名称 数量 リース期間(年)
年間リース料
(千円)

リース契約残高
(千円)

店舗営業用設備等
(所有権移転外ファイナンス・
リース)

一式 ３～５ 291,689 1,758,151
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(2) 店舗設備の状況

当事業年度末における店舗は次のとおりであります。

東方見聞録(48店舗　9,514席)

所在地 店舗名 開店年月 客席数(席)

東京都 渋谷店 平成３年10月 160

　 新宿中央東口店 平成10年12月 120

　 銀座すきや橋店 平成11年６月 180

　 お茶の水店 平成11年６月 200

　 新宿西口店 平成11年７月 330

　 新宿三丁目店 平成11年12月 380

　 表参道店 平成12年４月 230

　 かくれ伽お茶の水店 平成12年７月 160

　 池袋東口店 平成13年２月 130

　 新宿西口大ガード店 平成13年３月 340

　 新宿東口２号店 平成13年４月 150

　 上野中央通り店 平成13年６月 190

　 池袋西口店 平成13年８月 308

　 府中店 平成13年12月 230

　 高田馬場駅前店 平成13年12月 160

　 新宿オムニクス店 平成14年４月 324

　 新宿通り店 平成14年４月 140

　 吉祥寺店 平成14年８月 156

　 亀戸店 平成15年４月 126

　 阿佐ヶ谷店 平成15年５月 136

　 調布駅前店 平成15年６月 134

　 池袋サンシャイン通り店 平成15年９月 252

　 渋谷南口店 平成15年11月 224

　 五反田西口店 平成15年11月 273

　 神田北口店 平成15年12月 212

　 錦糸町店 平成16年８月 212

　 西武新宿駅前店 平成16年10月 118

　 渋谷宇田川町店 平成16年11月 221

　 新宿西口パレット店 平成17年８月 214

　 新宿西口２号店 平成19年４月 92

　 秋葉原店 平成19年７月 184
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所在地 店舗名 開店年月 客席数(席)

東京都 小田急多摩センター店 平成19年９月 127

　 赤羽東口店 平成19年10月 163

　 上野浅草口店 平成19年11月 129

　 新宿東口ニューサンパーク店 平成21年６月 138

神奈川県 横浜西口店 平成12年２月 240

　 鶴見店 平成14年４月 160

　 本厚木駅前店 平成15年３月 181

　 横浜西口２号店 平成15年７月 198

　 横浜相鉄口店 平成18年10月 221

千葉県 津田沼店 平成15年３月 265

埼玉県 大宮西口店 平成17年１月 155

大阪府 西梅田桜橋店 平成15年８月 154

　 阪急梅田店 平成15年12月 290

　 あべのアポロビル店 平成17年４月 180

　 大阪淀屋橋店 平成18年11月 206

　 新大阪店 平成18年11月 227

　 茶屋町店 平成20年12月 194
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月の雫(37店舗　8,969席)

所在地 店舗名 開店年月 客席数(席)

東京都 赤坂見附店 平成12年11月 270

　 新宿パレット店 平成12年12月 250

　 新宿西口本店 平成13年１月 320

　 銀座インズ店 平成13年５月 320

　 東池袋店 平成13年６月 174

　 錦糸町店 平成13年11月 320

　 アトレ上野店 平成14年３月 144

　 池袋ヒューマックス店 平成14年３月 191

　 新小岩南口店 平成14年７月 164

　 上野公園前店 平成14年７月 230

　 自由が丘店 平成14年11月 196

　 品川グランパサージュ店 平成15年４月 236

　 新宿靖国通り店 平成15年５月 270

　 立川店 平成15年11月 300

　 銀座すきや橋店 平成15年11月 215

　 西新宿店 平成16年８月 136

　 渋谷東急本店前店 平成16年11月 310

　 大井町東口駅前店 平成16年12月 285

　 新宿通り店 平成16年12月 212

　 秋葉原店 平成17年３月 187

　 八王子店 平成17年６月 224

　 新宿郵便局前店 平成17年11月 439

　 表参道店 平成18年７月 150

　 グランデュオ蒲田店 平成20年４月 152

神奈川県 川崎駅前店 平成13年12月 380

　 横須賀中央東口店 平成14年11月 241

　 横浜天理ビル店 平成14年11月 281

　 桜木町店 平成16年３月 162

　 横浜西口店 平成18年12月 263

千葉県 千葉東口店 平成15年２月 311

　 船橋南口FACE店 平成15年４月 312

埼玉県 大宮店 平成16年９月 206

　 さいたま新都心店 平成17年１月 290
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所在地 店舗名 開店年月 客席数(席)

大阪府 西梅田店 平成15年４月 168

　 あべのルシアス店 平成16年８月 127

　 新大阪店 平成18年９月 343

愛知県 名駅南店 平成18年９月 190
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黄金の蔵(18店舗　3,555席)

所在地 店舗名 開店年月 客席数(席)

東京都 新宿東口店 平成16年７月 129

　 渋谷109前店 平成16年７月 122

　 錦糸町店 平成16年８月 108

　 大井町東口駅前店 平成16年12月 148

　 新宿東口本店 平成17年８月 316

　 新宿西口駅前店 平成17年10月 400

　 新小岩南口店 平成17年11月 100

　 お茶の水店 平成18年３月 195

　 高田馬場店 平成18年７月 217

　 新宿西口２号店 平成18年８月 198

　 日暮里駅前店 平成19年１月 195

　 渋谷南口店 平成19年５月 260

　 秋葉原店 平成19年12月 186

神奈川県 横浜西口店 平成17年９月 310

千葉県 千葉東口駅前店 平成17年６月 266

　 柏東口店 平成17年12月 181

　 浦安駅前店 平成21年３月 126

大阪府 西梅田店 平成16年７月 98

　

ごはんや三光亭(２店舗　168席)

　
所在地 店舗名 開店年月 客席数(席)

千葉県 野田山崎貝塚店 平成18年12月 76

大阪府 新大阪店 平成18年９月 92
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その他(24店舗　3,696席)

所在地 店舗名 開店年月 客席数(席)

東京都 葡萄屋 平成３年８月 170

　 パスタママ　新宿店 平成８年11月 68

　 吉今　大手町店 平成16年２月 320

　 吉今ダイニング　大井町店 平成16年12月 112

　 吉今　有楽町店 平成19年５月 198

　 電撃ホルモン　池袋西口店 平成20年７月 203

　 電撃ホルモン　新宿通り店 平成20年８月 155

　 電撃ホルモン　自由が丘駅前店 平成20年９月 186

　 電撃ホルモン　新宿靖国通り店 平成20年10月 97

　 電撃ホルモン　調布駅前店 平成20年12月 104

　 金の蔵Jr.　調布駅前店 平成20年12月 111

　
金の蔵Jr.
新宿東口ニューサンパーク店

平成20年12月 148

　 金の蔵Jr.　吉祥寺公園口店 平成21年３月 155

　
吉今　黄金の蔵ぶたや
秋葉原中央口店

平成20年４月 234

　 金の蔵Jr.　池袋ヒューマックス店 平成21年５月 217

　 金の蔵Jr.　池袋西口店 平成21年５月 111

　 金の蔵Jr.　田町店 平成21年６月 140

　 金の蔵Jr.　渋谷公園通り店 平成21年６月 136

　 金の蔵Jr.　渋谷宇田川町店 平成21年６月 144

　 金の蔵Jr.　恵比寿店 平成21年６月 136

神奈川県 吉今　横浜店 平成19年３月 101

　
電撃ホルモン月の雫
クイズ溝の口店

平成20年８月 155

　
電撃ホルモン　金の蔵Jr.　
川崎駅前店

平成20年12月 85

大阪府 吉今ダイニング　西梅田店 平成17年12月 210
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３ 【設備の新設、除却等の計画】

当社の設備投資については、投資効率、業界動向等を総合的に勘案して策定しております。

なお平成21年６月30日現在における重要な設備の新設、除却等の計画は次のとおりであります。

(1) 重要な設備の新設

事業所名 所在地
設備の
内容

投資予定金額

資金調達方法

着手及び完了予定 完成後の増
加能力増加
客席数
(席)

総額
(千円)

既支払額
(千円)

着手年月 完了予定年月

立ち呑み電撃酒場
新宿通り店

東京都 店舗設備 50,91141,143自己資金 平成21年５月 平成21年７月 50

全品299円居酒屋
金の蔵Jr.
横浜相鉄口店

神奈川県 店舗設備 129,39590,000自己資金 平成21年５月 平成21年７月 167

全品270円居酒屋
金の蔵Jr.
浜松町店

東京都 店舗設備 85,5421,250自己資金 平成21年６月 平成21年８月 96

吉今魚河岸
横浜西口店

神奈川県 店舗設備 50,2849,243自己資金 平成21年７月 平成21年９月 143

その他新規出店
16店舗

― 店舗設備 1,196,086233,203自己資金
平成21年８月

～
平成22年２月

平成21年10月
～

平成22年４月
2,348

リース契約終了物件
52店舗
(注)２

― 店舗設備 1,943,6761,943,676自己資金 ― 平成21年７月 ―

本社 東京都
発注管理・
勤怠管理シ
ステム等

191,2003,331自己資金 平成20年９月 平成22年６月 ―

合計 3,647,0962,321,849
 

　 　 2,938

(注)１　上記の金額には店舗賃借に係る入居保証金が含まれております。

(注)２　当事業年度末にリース契約期間が満了となる店舗設備であり、有形固定資産として取得する予定であります。

　

(2) 重要な設備の除却等

該当事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 430,720

計 430,720

　

② 【発行済株式】

　

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成21年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成21年９月28日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 143,870 143,870
東京証券取引所
市場第二部

当社は単元株制度は
採用しておりません。

計 143,870 143,870 ― ―

(注) 「提出日現在発行数」欄には、平成21年９月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使により

発行された株式数は含まれておりません。

　

(2) 【新株予約権等の状況】

旧商法第280条ノ20および第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

平成15年９月25日定時株主総会決議

　
事業年度末現在
(平成21年６月30日)

提出日の前月末現在
(平成21年８月31日)

新株予約権の数(個) 54 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 108 同左

新株予約権の行使時の払込金額(円) 11,706,876 同左

新株予約権の行使期間
平成17年10月１日から
平成21年９月30日まで

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格 108,397
資本組入額 54,199

同左

新株予約権の行使の条件 (注)３、４ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項
本新株予約権の譲渡について
は、当社取締役会の承認を要
する。(注)４

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

― ―
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(注) １　当社普通株式につき株式の分割又は併合が行われる場合には、各新株予約権の目的たる株式の数は、次の算式

により調整を行うこととします。

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

また、当社が合併する場合、会社分割を行う場合、資本減少を行う場合、その他これらの場合に準じて各新株予

約権の目的たる株式の数を調整する必要が生じた場合にも、必要かつ合理的な範囲で、各新株予約権の目的た

る株式の数は適切に調整されるものとします。なお、調整の結果生じる１株未満の端数は切り捨てることとし

ます。

２　新株予約権の発行日以降、次の(i)または(ii)の事由が生ずる場合、行使価額は、それぞれ次に定める算式(以下

「行使価額調整式」という。)により、調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数はこれを切り上

げることとします。

(i) 当社普通株式の分割または併合が行われる場合。

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割・併合の比率

(ii) 当社が時価を下回る価額で当社普通株式につき、新株式の発行又は自己株式の処分を行う場合は、次の

算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げることとします。

ただし、新株予約権の行使並びに「商法等の一部を改正する法律」(平成13年法律第128号)の施行前の

商法に基づく商法第280条ノ19に規定する新株引受権の行使による場合は、行使価額の調整は行わない

こととします。

　 　 　 　
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後発行価額＝調整前発行価額×
時価

既発行株式数＋新規発行株式数

上記の他、当社が合併する場合、会社分割を行う場合、資本減少を行う場合、その他これらの場合に準じ

て行使価額を調整する必要が生じた場合にも、必要かつ合理的な範囲で、行使価額は、適切に調整される

ものとします。

３　各新株予約権の一部は行使できないこととします。

４　新株予約権の行使条件及び譲渡に関する事項については、当社と対象取締役及び従業員との間で締結した「新

株予約権割当契約書」に定めております。

５　新株予約権の行使時の払込金額は、総額を記載しております。

　

(3) 【ライツプランの内容】

　　　　該当事項はありません。
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(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】
　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成16年８月６日
(注)１

576 61,776 14,760 712,760 14,760 761,060

平成16年９月15日
(注)２

5,000 66,776 809,6001,522,360809,6001,570,660

平成16年10月６日
(注)３

443 67,219 71,7301,594,09071,7301,642,390

平成16年12月20日
(注)４

67,219 134,438 ― 1,594,090 ― 1,642,390

平成17年７月１日～
平成18年６月30日
(注)５

232 134,670 3,3081,597,3983,3071,645,698

平成18年10月19日
(注)６

8,000 142,670689,6562,287,054689,6562,335,354

平成18年11月20日
(注)７

1,200 143,870103,4482,390,503103,4482,438,802

(注) １　新株予約権行使による増加

２　有償一般公募

発行価格 341,440円

発行価額 323,840円

資本組入額 161,920円

３　有償第三者割当

発行価格 323,840円

資本組入額 161,920円

割当先　　　UFJつばさ証券株式会社

４　株式分割

平成16年10月31日最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載された株主の所有株式数を、１株につき２株の割

合をもって分割いたしました。

５　新株予約権行使による増加

　　　 ６  有償一般公募

　　　　   発行価格　　     181,390円

　　　　   発行価額　　     172,414円

　　　　   資本組入額        86,207円

　　　 ７  有償第三者割当

　　　　   発行価格         172,414円

　　　　   資本組入額        86,207円

　　　　   割当先　　　大和証券エスエムビーシー株式会社

　

(5) 【所有者別状況】
平成21年６月30日現在

区分

株式の状況
単元未満株
式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計
個人以外 個人

株主数
(人)

0 11 4 103 22 5 14,01514,160 ―

所有株式数
(株)

0 5,309 150 20,0294,510 22 113,850143,870 ―

所有株式数
の割合(％)

0 3.69 0.10 13.92 3.14 0.02 79.13 100 ―

(注)　上記「その他の法人」には、証券保管振替機構名義の株式が58株含まれております。
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(6) 【大株主の状況】

平成21年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

平林　隆広 東京都中野区 27,660 19.2

平林　実 東京都世田谷区 19,360 13.5

有限会社神田コンサルティング 東京都世田谷区代田２－13－10 15,300 10.6

平林　登志子 東京都世田谷区 11,660 8.1

平林　実人 東京都世田谷区 11,480 8.0

メロンバンクエヌエートリー
ティークライアントオムニバス
（常任代理人　株式会社三菱東京
ＵＦＪ銀行）

ONE MELLON BANK CENTER, PITTSB URGH,
PENNSYLVANIA
（東京都千代田区丸の内２－７－１）

3,464 2.4

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口）

東京都中央区晴海１－８－11 2,775 1.9

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２－７－１ 800 0.6

アサヒビール株式会社 東京都墨田区吾妻橋１－23－１ 800 0.6

サントリービア＆スピリッツ株
式会社

東京都港区台場２－３－３ 720 0.5

計 ― 94,019 65.3

（注）上記所有株式数のうち、日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社2,775株は、信託業務に係る株式でありま

す。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成21年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 143,870 143,870 ―

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 143,870 ― ―

総株主の議決権 ― 143,870 ―

(注)　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が58株（議決権の数58個）含まれ

ております。

　

② 【自己株式等】

平成21年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

― ― ― ― ― ―

計 ― ― ― ― ―

　

(8) 【ストックオプション制度の内容】

①　旧商法第280条ノ20及び商法第280条ノ21の規定に基づく新株予約権方式によるストックオプション

制度

　

決議年月日 平成15年９月25日

付与対象者の区分及び人数
①　取締役１名
②　従業員11名

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数 同上

新株予約権の行使時の払込金額(円) 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 同上

組織再編成行為に伴う新株予約権の
交付に関する事項

同上
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②　会社法第236条、第238条及び第239条に基づく新株予約権方式によるストックオプション制度

　

決議年月日 平成18年９月21日

付与対象者 当社取締役

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数 80株を１年間の上限とする。

新株予約権の行使時の払込金額(円) (注)

新株予約権の行使期間 平成20年10月１日から平成24年９月30日まで

新株予約権の行使の条件

①新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時においても、当社の取締役

または監査役であることを要する。ただし、社命による転籍または定年退

職その他これに準ずる正当な理由のある場合はこの限りではない。

②新株予約権の割当を受けた者が死亡した場合はその死亡時において本

人が行使しうる株式数を上限として６ヶ月以内(ただし、新株予約権の行

使期間末日までとする)に相続人の行使を認める。なお、行使開始日以前

に死亡した場合は、相続を認めない。

③新株予約権の質入その他一切の処分は認めないものとする。

④その他の条件は、平成18年９月21日開催の定時株主総会決議および取

締役会決議に基づき当社と新株予約権の割当てを受けたものとの間で締

結する「新株予約権割当契約」に定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するときは当社取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の
交付に関する事項

―

(注)　各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、次により決定される１株当たりの払込金額(以下「払込金

額」という。)に、新株予約権１個当たりの目的である株式数を乗じた金額とします。

　払込金額は、新株予約権発行日の属する月の前月の各日(取引が成立しない日を除く。)における東京証券取引所

における当社株式普通取引の終値の平均値に1.05を乗じた金額(１円未満の端数は切り上げ)とします。ただし、

当該金額が新株予約権発行日の終値(取引が成立しない場合はそれに先立つ直近日の終値)を下回る場合は、新株

予約権発行日の終値とします。

　なお、新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整

により生ずる１円未満は切り上げるものとします。

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割・併合の比率

　また、時価を下回る金額で新株式の発行または自己株式を処分する場合(新株予約権の行使により新株式を発行

する場合を除く)は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満は切り上げるものとします。

　 　 　 　
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後
払込金額

＝
調整前
払込金額

×
新規発行前の株価

既発行株式数＋新規発行による増加株式数

　上記算式において、「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した数

とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるものとしま

す。
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③　会社法第236条、第238条及び第239条に基づく新株予約権方式によるストックオプション制度

　

決議年月日 平成18年９月21日

付与対象者 当社従業員のうち、当社取締役会で承認された者

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数 70株を総株数の上限とする。

新株予約権の行使時の払込金額(円) (注)

新株予約権の行使期間 平成20年10月１日から平成24年９月30日まで

新株予約権の行使の条件

①新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時においても、当社従業員ま

たは当社関係会社の取締役もしくは従業員の地位にあることを要する。

②その他権利行使の条件は、新株予約権発行の取締役会決議により決定

するものとする。

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するときは当社取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の
交付に関する事項

―

(注)　新株予約権行使時に払込すべき金額は、新株予約権発行日において決定される１株当たりの払込金額に新株予約

権１個当たりの目的となる株式数を乗じた金額とします。１株当たりの払込金額は、東京証券取引所における当

社株式普通取引の新株予約権発行日前日の終値およびその日に先立つ終値の存する６直近日(前日に終値がない

場合はこの日に先立つ終値の存する７直近日)の単純平均値に1.05を乗じた金額とし１円未満は切り上げるもの

とします。ただし、その株価が新株予約権発行日前日の終値(前日に終値がない場合は直近日の終値)を下回る場

合は、新株予約権発行日前日の終値とします。

　なお、新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整によ

り生ずる１円未満は切り上げるものとします。

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割・併合の比率

　また、時価を下回る金額で新株式の発行(ストックオプションの権利行使により新株式を発行する場合を除く)

または自己株式の処分を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満は切り上げ

るものとします。

　 　 　 　
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後
払込金額

＝
調整前
払込金額

×
新規発行前の株価

既発行株式数＋新規発行による増加株式数

　なお、自己株式を処分する場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるものとしま

す。
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２ 【自己株式の取得等の状況】

　【株式の種類等】

該当事項はありません。

　

　

　(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　

　(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　

　(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

該当事項はありません。

　

　(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

該当事項はありません。

　

３ 【配当政策】

当社は、株主の皆様に対する利益還元を重要な施策の一つとして認識しており、収益力の向上・財務体質

の改善を図りながら、長期的かつ安定した配当及び利益還元を行うことを基本方針としております。

　そして、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としており、その決定機関は、

期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。

　一方、内部留保金の使途につきましては、経営体質を強化しつつ今後の事業拡大と設備投資に投入してい

くこととしております。

当事業年度の配当につきましては、上記方針に基づき１株当たり1,600円の年間配当（うち中間配当800

円）を実施することを決定しました。この結果、当事業年度の配当性向は21.5％となりました。

当社は、「取締役会の決議によって、毎年12月31日の最終の株主名簿に記載または記録された株主または

登録株式質権者に対し、会社法第454条第５項に定める剰余金の配当（中間配当）をすることができる。」

旨を定款に定めております。

なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。

決議年月日 配当金の総額(円) １株当たり配当額(円)

平成21年２月６日
取締役会決議

115,096,000 800

平成21年９月25日
定時株主総会決議

115,096,000 800
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４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

　

回次 第29期 第30期 第31期 第32期 第33期

決算年月 平成17年６月 平成18年６月 平成19年６月 平成20年６月 平成21年６月

最高(円) 468,000 270,000 239,000 141,000 77,700

最低(円) 116,000 116,000 133,000 46,600 47,000

(注)　最高・最低株価は、平成16年９月15日より東京証券取引所市場第二部におけるものであり、それ以前は日本証券業

協会の公表のものであります。

　

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

　

月別 平成21年１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月

最高(円) 61,600 60,400 65,000 68,500 76,400 77,700

最低(円) 59,200 57,900 57,600 63,000 66,800 69,500

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。
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５ 【役員の状況】

　

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(株)

取締役社長
(代表取締役)　 平　林　　　実 昭和24年12月26日生

昭和50年９月 レストラン「三光亭」を開業

注４ 19,360

昭和52年４月 有限会社三光フーズ設立

昭和58年２月 有限会社三光フーズを組織変更

し、株式会社三光フーズ（現株式

会社三光マーケティングフーズ）

設立

代表取締役社長（現任）

平成６年６月 株式会社エス・エー・ケー水産設

立

代表取締役社長（現任）

専務取締役
(代表取締役)

営業ユニット
担当

平　林　隆　広 昭和49年11月25日生

平成10年６月 当社入社

注４ 27,660

平成10年６月 取締役

平成13年６月 取締役総務部長

平成14年４月 常務取締役社長室長

平成14年７月 常務取締役営業本部長

平成16年１月 代表取締役専務取締役営業本部長

兼開発本部長

平成16年７月 代表取締役専務取締役営業推進本

部長

平成17年７月 代表取締役専務取締役営業本部長

平成20年６月 代表取締役専務取締役営業ユニッ

ト担当（現任）

平成20年７月 アジアンエイト株式会社代表取締

役（現任）

取締役
財務経理ユ
ニット担当

磯　崎　利　博 昭和32年４月１日生

昭和54年９月 株式会社ダイエー入社

注４ 0

平成元年４月 同社経理本部会計課

平成16年７月 株式会社ダスキンゼロケア入社　

経理部長

平成18年５月 当社入社　管理本部経理部長

平成19年９月 取締役管理本部長

平成20年６月 取締役財務経理ユニット担当兼財

務経理部長（現任）

取締役
総合企画ユ
ニット担当

長　澤　成　博 昭和42年11月30日生

平成９年10月 株式会社光通信入社

注４ 15

平成12年２月 同社経営管理本部法務統括部長

平成12年６月 同社経営管理本部法務統括部長兼

広報部ＰＲ担当部長

平成13年１月 ソフトバンクモバイル株式会社

（旧ジェイフォン東日本株式会

社）入社

平成15年６月 同社法務渉外本部法務グループ

リーダー

平成17年４月 同社法務渉外本部競争法グループ

リーダー兼務

平成18年１月 同社法務渉外本部コンプライアン

スグループリーダー

平成19年１月 当社入社　社長室長

平成19年９月 取締役社長室長

平成20年１月 取締役総合企画ユニット担当兼社

長室長

平成20年６月 取締役総合企画ユニット担当

平成20年９月 取締役総合企画ユニット担当兼人

事総務部長（現任）

取締役 　 桝　田　　　直 昭和26年５月19日生

昭和49年４月 イオン株式会社（旧ジャスコ株式

会社）入社

注４ 0

平成15年４月 スターバックスコーヒージャパン

株式会社入社　代表取締役最高執

行責任者

平成17年５月 株式会社コクミン入社

平成17年６月 同社代表取締役社長

平成19年９月 当社取締役（現任）

平成21年７月 スギホールディングス株式会社常

勤顧問（現任）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(株)

取締役 　 荒　木　孝　司 昭和23年４月23日生

昭和47年６月 小堀住研株式会社入社

注４ 10

昭和48年３月 日本信販株式会社入社

昭和54年10月 株式会社ジャパンデンタル（旧

ジャパンデンタルローン）入社

平成８年５月 キュービーネット株式会社創業

平成12年10月 同社代表取締役社長

平成17年１月 ナチュメディカ株式会社副社長

平成17年６月 同社社長

平成18年２月 同社退職

平成19年９月 当社取締役（現任）

平成19年10月 株式会社銀座松吉代表取締役社長

（現任）

株式会社サンヨーホーム監査役

（現任）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)

常勤監査役 　 谷　　　芳　樹 昭和27年９月11日生

昭和51年４月 大阪信用金庫（旧相互信用金庫）

入庫

注５ 10

平成10年３月 株式会社グロースコーポレーショ

ン入社

平成13年７月 株式会社フジオフードシステム監

査役

平成18年９月 当社常勤監査役（現任）

監査役 　 宮　川　勝　之 昭和20年１月５日生

昭和42年４月 八幡製鉄株式会社入社

注５ 10

昭和45年３月 国民生活センター（旧国民生活研

究所）入所

昭和51年４月 最高裁判所司法研修所入所

昭和53年４月 第二東京弁護士会登録

平成８年４月 町田簡易裁判所民事調停委員

平成16年４月 第二東京弁護士会監事（平成16年

度）

平成18年９月 当社監査役（現任）

監査役 　 若　林　利　明 昭和22年10月15日生

昭和48年４月 社団法人日本経営協会入会

注５ 10

昭和52年１月 フィデリティ投信株式会社入社

平成６年８月 インベスコ投信株式会社入社

平成11年７月 三菱UFJ投資株式会社（旧パート

ナーズ投信株式会社）入社

平成15年11月 興銀第一ライフアセットマネジメ

ント株式会社入社

平成16年４月 創価女子短期大学非常勤講師（現

任）

平成18年４月 有限会社若林リサーチ代表取締役

（現任）

平成18年９月 当社監査役（現任）

監査役 　 岩　橋　　　修 昭和24年５月４日生

昭和49年４月 警察庁入庁

注６ 5

昭和52年８月 富山県警察本部警備部公安課長

昭和54年８月 愛知県警察本部警備部外事課長

昭和59年８月 警察庁警備局外事課付（外務省研

修所）

昭和60年３月 在タイ日本国大使館一等書記官

昭和63年３月 警視庁総務部広報課長

平成２年４月 千葉県警察本部警備部長

平成３年７月 千葉県警察本部警務部長

平成４年８月 総務庁人事局参事官

平成７年８月 熊本県警本部長

平成９年１月 中部管区警察局総務部長

平成10年３月 警察大学警察政策研究センター

平成11年８月 内閣官房内閣安全保障・危機管理

室危機管理総括審議官兼内閣総理

大臣官房参事官

平成13年１月 内閣官房内閣審議官兼危機管理審

議官兼情報セキュリティー対策推

進室長

平成13年９月 警視庁総務部長

平成15年１月 警視庁警務部長

平成16年６月 警察庁長官官房審議官

平成17年３月 近畿管区警察局長

平成18年10月 全日本空輸株式会社常勤顧問（現

任)

平成19年９月 当社監査役（現任）

　 　 　 計 　 　 　 47,080

(注) １　監査役谷芳樹、宮川勝之、若林利明、岩橋修の４名は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。
２　取締役桝田直、荒木孝司の両名は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。
３　代表取締役専務取締役平林隆広は代表取締役社長平林実の長男であります。

　　　 ４　平成21年９月25日開催の定時株主総会の終結の時から１年間であります。
　　　 ５　平成18年９月21日開催の定時株主総会の終結の時から４年間であります。
       ６　平成19年９月20日開催の定時株主総会の終結の時から４年間であります。
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】

①　コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社は、株主価値向上のため、経営の迅速な意思決定、法令の遵守と透明性の高い経営及びチェック

機能の充実を図っております。また、株主および投資家に対して、公平かつ適時・適切な情報開示と積

極的なＩＲ活動にも取り組んでおります。これらの活動はお客様にご満足いただける企業活動につな

がるものと考えております。

　そして、株主や投資家の皆様、お店に訪れていただいているお客様、お取引先様、当社を取り巻く地域

社会、従業員その他のステークホルダーの皆様との信頼を深めるためにも、これらの活動を通してコー

ポレート・ガバナンス体制を改善強化することが経営の最重要課題と考えております。

　さらに、平成19年２月１日からは新たに執行役員制度を導入し、意思決定機関と業務執行機関を分離

することにより取締役による監督機能の強化を図るとともに業務執行の効率化の実現を図ることで、

コーポレート・ガバナンスの強化にも取り組んでおります。

　

②　会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等

ア．会社の機関の基本説明

当社は監査役会制度を採用しております。監査役会は会社法第２条第16号に定める社外監査役４

名で構成されており、取締役会に出席し必要に応じて適宜意見を述べる等業務執行の監査を行って

おります。また、常勤監査役は、取締役会、週例会議その他重要な会議に出席するとともに、重要書類

の閲覧、社内各部の往査等の監査業務を日常的に行っております。定時の監査役会は毎月１回開催

し、相互に監査報告を行い監査役間の意思疎通を図り連携を取っております。

　取締役会は、業務執行取締役４名、社外取締役２名の合計６名で構成されており、定時を毎月１回開

催するとともに必要に応じて臨時に適宜開催することで、決議事項及び報告事項に対して迅速で的

確な意見交換を活発に行い取締役相互の監督機能の実効性を確保し、重要な意思決定を行っており

ます。

　取締役会、監査役会とは別に、社内組織として、週例会議、月例会議、戦略会議を設置し、取締役会で

の意思決定及び業務執行取締役の意思決定に基づく業務の進捗状況等について報告・検討を行い、

重要事項の審議を行っております。
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イ．当社におけるコーポレート・ガバナンスの概略図は以下のとおりであります。

ウ．内部統制システムの整備の状況

(１)取締役・使用人の職務執行が法令・定款に適合することを確保するための体制

①「行動基準」「企業倫理綱領」「コンプライアンス規程」「役員コンプライアンス・マニュ

アル」等の内部統制構築の基礎となる各種規程・マニュアルを制定し、役員及び全使用人の行

動規範とし、実効性ある内部統制の構築を推進しております。

②　コンプライアンス対策の統括は社長室が担い、コンプライアンス・ホットラインの設置によ

る情報提供制度を構築し、運用しております。

③　社外取締役制度を採用し、企業経営その他の経験が豊富な社外取締役が取締役会に加わるこ

とで、代表取締役を含む取締役会での牽制機能を図っております。

④　「行動基準」及び「企業倫理綱領」において、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会

的勢力に対して妥協せず、反社会的な個人・グループ等からの不当、不法な要求には一切応じ

ないことを宣言しております。

(２)取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する事項

①　文書管理規程を徹底し、取締役の職務執行状況や取締役会議事録を文書又は電磁的媒体（以

下、文書等という。）に記録して保存しております。

②　取締役及び監査役は、常時、これらの文書等を閲覧できるようにしております。

(３)損失の危険の管理に関する規程その他の体制

①　リスクマネジメント基本規程を制定し、取締役・執行役員により主として構成されるリスク

マネジメント委員会を設置し、各種リスクの管理を行う他、発生したリスクを報告規程により

円滑に経営陣へ伝達できるようにしております。
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②　危機管理規程を制定し、地震・火災・風水害・風評等の危機対策に加え、ＢＳＥ、鳥インフル

エンザその他の食の安全を脅かす予期せぬリスクの発生可能性を十分認識、警戒し、新たに生

じた重大リスクについても危機管理規程に従い、社長が本部長、人事総務部が事務局を務める

危機対策本部を中心にすみやかに対応、対処しております。

③　食の品質、安全、コンプライアンス、環境、情報セキュリティに係るリスク等について、店舗マ

ニュアル、コンプライアンス・マニュアル、情報管理規程等を制定しております。

④　ＩＴの活用を図ると共に、システムリスクの発生等ＩＴを利用することにより生ずる新たな

リスクの発生に対応すべく、ＩＴ監査をはじめとする適切な管理態勢とＩＴコンティンジェン

シー・プランの整備を行っております。

(４)取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

①　取締役会規程、組織規程、職務分掌規程、職務権限規程において、業務執行の責任者、執行手続

きを明確に定め、効率的な運用を図っております。

②　取締役会において中期経営計画及び年度計画を策定し、業績目標と予算を設定するものとし

ております。

③　情報システムを積極的に活用し、月次決算管理を徹底し、四半期開示に備えております。

④　業界や取引先のＩＴへの対応状況及び社内のＩＴ利用状況を理解し、内部統制におけるＩＴ

全般統制およびＩＴ業務処理統制の方針を定め、その整備を行い、業務の効率化と財務報告の

信頼性向上を図っております。

(５)当会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

①　子会社を含む業務プロセスの適正性について、金融商品取引法の要請を踏まえて策定される

業務のフローチャートやリスク・コントロール・マトリックスも参考に店舗マニュアルを策

定し、業務プロセスの適正性についても定期的に見直しております。

②　「関係会社管理規程」に基づき、子会社を含めたコンプライアンス体制、リスク管理体制を整

備するとともに、内部通報制度（コンプライアンス・ホットライン）の子会社への適用及び当

社の内部監査部門にて子会社への業務監査を実施しております。

(６)財務報告の信頼を確保するための体制

財務報告の信頼性及び適正性を確保並びに金融商品取引法に基づく適切な内部統制報告書を

提出するために必要な体制の整備及び運用を行い、その有効性を定期的に評価するとともに評価

結果を取締役会に報告しております。

(７)監査役がその補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する体制並び

にその使用人の取締役からの独立性に関する事項

監査役からその職務を補助すべき使用人を置くことを求められた場合には、取締役会は監査役

と協議のうえ、必要に応じて合理的な範囲で配置しております。また、当該使用人の任命、異動等

人事権に係る事項の決定には、監査役会の事前の同意を得ることにより、取締役からの独立性を

確保しております。

(８)取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体制

①　取締役会は、取締役及び使用人が当社及びグループ会社に重大な影響を及ぼす事項を監査役

に直接報告することができる体制を構築しております。

②　報告の方法については、取締役と監査役の協議により決定しております。
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③　取締役は、内部監査の実施状況、コンプライアンス・ホットラインへの通報状況及びその内容

を監査役にすみやかに報告しております。

④　その他、監査役は、自ら必要と考える社内会議に随時出席し、また必要と考える事項の報告を

役職員へ要請することができ、要請を受けた役職員は誠実かつ正直に報告することが報告規定

等により義務付けられております。

(９)その他監査役会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

①　監査役会と代表取締役社長及び代表取締役専務取締役との間で、定期的な意見交換会を実施

しております。

②　監査役会に対して、専門の弁護士や公認会計士から監査業務に関する助言を受ける機会を保

障しております。

③　監査役が、取締役会を含む社内の重要な会議に出席し、また、社内各部門及び各店舗を直接監

査、さらには必要に応じ内部監査室に指揮命令を行うことにより、監査の実効性を高めており

ます。

(10)反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方

当社は、社会に存立する企業として、その社会的使命を自覚するとともに、高い倫理観を保持

し、社会的な良識に従って行動し、社会の発展とお客様の生活向上に貢献するという企業倫理綱

領の目的を達成するためにも、行動基準において、反社会的な個人・グループ等からの不当、不法

な要求には一切応じないことを宣言しております。

エ．内部監査及び監査役監査の状況

内部監査は、社長直属でありながら監査役とも連携することで独立性を確保している内部監査室

が５名体制で、店舗業務、本部業務、統制機能その他監査項目を年間計画に基づき実施しております。

また、監査役会とは、日常的に常勤監査役に対して監査計画及び監査結果の報告を行うとともに、定

期的に監査役会での報告を行い常に連携を保っております。

オ．会計監査の状況

会計監査については、新日本有限責任監査法人と監査契約を締結しており、通常の会計監査を受け

ると共に、重要な会計課題についても随時相談・検討を実施しております。監査法人と内部監査人、

監査役との連携についても、随時可能な状況を構築しており、監査結果についても互いに共有しあう

ことにより、三様監査の実効性・効率性を高めております。なお、当社と同監査法人の間には、公認会

計士法の規定により記載すべき利害関係はありません。

　当事業年度における会計監査の体制は以下のとおりです。

業務を執行した公認会計士の氏名、継続関与年数及び所属する監査法人

公認会計士の氏名等 所属する監査法人

指定有限責任社員
関　谷　　　靖　夫

新日本有限責任監査法人
業務執行社員

久 保 澤　  和　彦

（注）継続関与年数については、全員７年以内であるため記載を省略しております。

監査業務に係る補助者の編成

公認会計士　３名　会計士補等　13名
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カ．社外取締役及び社外監査役との関係

社外取締役桝田直氏及び荒木孝司氏と当社との間には利害関係はありません。

社外監査役谷芳樹氏、宮川勝之氏、若林利明氏及び岩橋修氏と当社との間には利害関係はありませ

ん。

　

③　リスク管理体制の整備の状況

リスクマネジメント基本規程、危機管理規程、情報管理規程等の諸規定を整備し、リスクマネジメン

ト委員会を開催することで、さまざまなリスクに迅速・的確に対応しております。そして、同委員会に

おける審議事項及び決定事項が取締役会に報告又は上程されることで、連携を確保しております。ま

た、リスクが顕在化した場合には人事総務部を中心とした対策本部が組織されるとする社内体制を構

築しております。情報セキュリティに関しては、情報システム部が整備し管理するとともに、内部監査

人及び監査役によるＩＴ監査を実施しております。

　

④　役員報酬の内容

取締役　290,323千円　（内社内取締役　283,123千円　／　社外取締役　7,200千円）

監査役　 18,060千円　（内社外監査役　18,060千円）

合計　　308,383千円

(注)　上記、役員報酬には、当事業年度に係る役員賞与および当事業年度の在職期間に係る役員退職慰労金引当

増加額を含んでおります。

　

⑤　取締役の定数

当社の取締役は10名以内とする旨定款に定めております。

　

⑥　責任限定契約の内容の概要

当社と社外取締役及び社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき同法第423条第１項の損

害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限定は法令が定め

る額を上限としております。

　

⑦　取締役の選任及び解任の決議要件

当社は、取締役の選任議案について、株主総会において議決権を行使することができる株主の３分の

１以上を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって選任する旨及び取締役の解任決議は累積

投票によらないものとする旨を定款に定めております。

　

⑧　中間配当

当社は、株主への機動的な利益還元を行うことを可能とするため、取締役会決議によって、毎年12月

31日を基準日として会社法第454条第５項に定める剰余金の配当（中間配当）をすることができる旨

定款に定めております。

　

EDINET提出書類

株式会社　三光マーケティングフーズ(E03404)

有価証券報告書

41/89



⑨　自己の株式の取得

当社は、自己の株式の取得について、経済情勢の変化に応じて財務政策等の経営諸施策を機動的に遂

行することを可能とするため、会社法第165条第２項の規定に基づき、取締役会の決議によって市場取

引により自己の株式を取得することが出来る旨定款に定めております。

　

⑩　取締役及び監査役の責任免除

当社は、取締役及び監査役の責任免除について、取締役及び監査役がその期待される役割を十分に発

揮できるようにするため、会社法第426条第１項の規定により、任務を怠ったことによる取締役（取締

役であったものを含む。）及び監査役（監査役であった者を含む。）の損害賠償責任を、法令の限度に

おいて、取締役会の決議によって免除することができる旨定款に定めております。

　

⑪　株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することが

できる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う

ことができる旨定款に定めております。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することに

より、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とするものであります。

　

(2) 【監査報酬の内容等】

① 【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

　

前事業年度 当事業年度

監査証明業務に基づく報酬
(千円)

非監査業務に基づく報酬
(千円)

監査証明業務に基づく報酬
(千円)

非監査業務に基づく報酬
(千円)

─ ─ 37,000 ―

　

② 【その他重要な報酬の内容】

該当事項はありません。

　

③ 【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

該当事項はありません。

　

④ 【監査報酬の決定方針】

該当事項はありませんが、監査日数等を勘案した上で決定しております。
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第５ 【経理の状況】

１　財務諸表の作成方法について

当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以

下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前事業年度（平成19年７月１日から平成20年６月30日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づ

き、当事業年度（平成20年７月１日から平成21年６月30日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作

成しております。

　　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前事業年度(平成19年７月１日から平成20年

６月30日まで)及び当事業年度(平成20年７月１日から平成21年６月30日まで)の財務諸表について、新日本

有限責任監査法人により監査を受けております。

　

３　連結財務諸表について

「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号)第５条第２項によ

り、当社では、子会社の資産、売上高等から見て、当企業集団の財政状態及び経営成績に関する合理的な判断

を誤らせない程度に重要性が乏しいものとして、連結財務諸表は作成しておりません。
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１【財務諸表等】
(1)【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(平成20年６月30日)

当事業年度
(平成21年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,975,804 2,976,778

受取手形及び売掛金 286,826 244,888

原材料 50,997 49,739

前払費用 404,349 390,890

繰延税金資産 158,452 208,442

未収入金 904,634 －

その他 83,133 201,644

貸倒引当金 △8 △3

流動資産合計 4,864,191 4,072,381

固定資産

有形固定資産

建物 926,003 862,802

減価償却累計額 △270,565 △265,719

建物（純額） 655,437 597,083

構築物 3,600 769

減価償却累計額 △610 △769

構築物（純額） 2,989 －

工具、器具及び備品 361,404 276,944

減価償却累計額 △194,198 △147,270

工具、器具及び備品（純額） 167,206 129,673

土地 57,370 57,370

リース資産 － 1,672,617

減価償却累計額 － △78,064

リース資産（純額） － 1,594,553

建設仮勘定 42,479 131,496

有形固定資産合計 925,483 2,510,177

無形固定資産

商標権 411 304

ソフトウエア 64,762 43,874

電話加入権 2,846 2,846

無形固定資産合計 68,020 47,025

投資その他の資産

投資有価証券 1,312,737 1,303,568

関係会社株式 10,000 303,732

出資金 30 30

長期貸付金 29,500 23,500

従業員に対する長期貸付金 215 422

長期前払費用 295 295

差入保証金 8,200,033 7,993,344

会員権 59,256 59,256

長期預金 200,000 420,000

繰延税金資産 388,625 492,712

保険積立金 168,448 188,568

その他 － 8,310

貸倒引当金 △11,525 △7,500

投資その他の資産合計 10,357,617 10,786,241

固定資産合計 11,351,121 13,343,444

資産合計 16,215,312 17,415,825
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(単位：千円)

前事業年度
(平成20年６月30日)

当事業年度
(平成21年６月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 562,514 508,989

1年内返済予定の長期借入金 83,324 33,324

リース債務 － 259,968

未払金 413,129 276,230

未払費用 785,034 737,577

未払法人税等 576,184 419,668

未払消費税等 112,130 87,373

前受金 32,771 27,392

預り金 25,250 25,155

前受収益 200,429 239,710

役員賞与引当金 72,000 72,000

設備関係未払金 119,013 164,746

その他 2,971 32,747

流動負債合計 2,984,754 2,884,883

固定負債

長期借入金 55,568 22,244

長期未払金 8,605 2,675

リース債務 － 422,718

退職給付引当金 155,951 181,147

役員退職慰労引当金 437,740 462,120

長期預り保証金 214,263 184,983

その他 － 89,875

固定負債合計 872,128 1,365,764

負債合計 3,856,883 4,250,647

純資産の部

株主資本

資本金 2,390,503 2,390,503

資本剰余金

資本準備金 2,438,802 2,438,802

資本剰余金合計 2,438,802 2,438,802

利益剰余金

利益準備金 315 315

その他利益剰余金

別途積立金 3,100,000 3,100,000

繰越利益剰余金 4,422,221 5,235,436

利益剰余金合計 7,522,536 8,335,751

株主資本合計 12,351,842 13,165,057

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 6,586 120

評価・換算差額等合計 6,586 120

純資産合計 12,358,428 13,165,177

負債純資産合計 16,215,312 17,415,825
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②【損益計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自 平成19年７月１日
　至 平成20年６月30日)

当事業年度
(自 平成20年７月１日
　至 平成21年６月30日)

売上高 25,747,682 25,141,281

売上原価

原材料期首たな卸高 54,805 50,997

当期原材料仕入高 6,713,916 6,259,339

合計 6,768,721 6,310,336

原材料期末たな卸高 50,997 49,739

売上原価合計 6,717,724 6,260,597

売上総利益 19,029,957 18,880,684

販売費及び一般管理費 ※１
 16,590,543

※１
 16,490,826

営業利益 2,439,414 2,389,858

営業外収益

受取利息 47,279 43,091

受取配当金 188 130

受取賃貸料 2,520 2,520

固定資産負担金 124,557 －

受取保険金 7,944 －

受取手数料 13,224 －

協賛金収入 25,714 －

コンテンツ利用料収入 35,612 －

固定資産受贈益 － 8,300

雑収入 15,420 21,826

営業外収益合計 272,461 75,868

営業外費用

支払利息 3,903 20,039

社債利息 275 －

コンテンツ使用料 41,828 －

貸倒損失 － 11,493

雑損失 31,852 10,522

営業外費用合計 77,859 42,055

経常利益 2,634,016 2,423,671

特別利益

貸倒引当金戻入額 － 4,029

受取補償金 220,000 214,625

その他 － 14,670

特別利益合計 220,000 233,325

特別損失

固定資産除却損 ※２
 91,558

※２
 95,094

リース解約損 33,769 34,676

固定資産売却損 ※３
 26,033

※３
 －

店舗閉鎖損失 ※４
 105,551

※４
 78,121

減損損失 ※５
 314,621

※５
 402,592

投資有価証券評価損 256,199 －

その他 － 66,068

特別損失合計 827,733 676,554

税引前当期純利益 2,026,282 1,980,442

法人税、住民税及び事業税 1,172,519 907,096

法人税等調整額 △248,283 △149,639

過年度法人税等 － 150,803

法人税等合計 924,236 908,261

当期純利益 1,102,045 1,072,180
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③【株主資本等変動計算書】
（単位：千円）

前事業年度
(自 平成19年７月１日
　至 平成20年６月30日)

当事業年度
(自 平成20年７月１日
　至 平成21年６月30日)

株主資本

資本金

前期末残高 2,390,503 2,390,503

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 2,390,503 2,390,503

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 2,438,802 2,438,802

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 2,438,802 2,438,802

資本剰余金合計

前期末残高 2,438,802 2,438,802

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 2,438,802 2,438,802

利益剰余金

利益準備金

前期末残高 315 315

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 315 315

その他利益剰余金

別途積立金

前期末残高 3,100,000 3,100,000

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 3,100,000 3,100,000

繰越利益剰余金

前期末残高 3,550,367 4,422,221

当期変動額

剰余金の配当 △230,192 △258,966

当期純利益 1,102,045 1,072,180

当期変動額合計 871,853 813,214

当期末残高 4,422,221 5,235,436

利益剰余金合計

前期末残高 6,650,682 7,522,536

当期変動額

剰余金の配当 △230,192 △258,966

当期純利益 1,102,045 1,072,180

当期変動額合計 871,853 813,214

当期末残高 7,522,536 8,335,751
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（単位：千円）

前事業年度
(自 平成19年７月１日
　至 平成20年６月30日)

当事業年度
(自 平成20年７月１日
　至 平成21年６月30日)

株主資本合計

前期末残高 11,479,988 12,351,842

当期変動額

剰余金の配当 △230,192 △258,966

当期純利益 1,102,045 1,072,180

当期変動額合計 871,853 813,214

当期末残高 12,351,842 13,165,057

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 9,681 6,586

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△3,095 △6,466

当期変動額合計 △3,095 △6,466

当期末残高 6,586 120

評価・換算差額等合計

前期末残高 9,681 6,586

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△3,095 △6,466

当期変動額合計 △3,095 △6,466

当期末残高 6,586 120

純資産合計

前期末残高 11,489,670 12,358,428

当期変動額

剰余金の配当 △230,192 △258,966

当期純利益 1,102,045 1,072,180

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △3,095 △6,466

当期変動額合計 868,758 806,748

当期末残高 12,358,428 13,165,177

EDINET提出書類

株式会社　三光マーケティングフーズ(E03404)

有価証券報告書

48/89



④【キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自 平成19年７月１日
　至 平成20年６月30日)

当事業年度
(自 平成20年７月１日
　至 平成21年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前当期純利益 2,026,282 1,980,442

減価償却費 377,165 374,509

退職給付引当金の増減額（△は減少） 29,155 25,196

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 21,620 24,380

貸倒引当金の増減額（△は減少） 1,846 △4,029

受取利息及び受取配当金 △47,467 △43,221

投資有価証券評価損益（△は益） 256,199 △1,734

固定資産除却損 91,558 95,094

固定資産売却損益（△は益） 26,033 －

固定資産受贈益 － △8,300

支払利息 3,903 20,039

社債利息 275 －

貸倒損失 － 11,493

減損損失 314,621 402,592

店舗閉鎖損失 105,551 78,121

売上債権の増減額（△は増加） 65,479 33,627

たな卸資産の増減額（△は増加） 3,808 1,257

仕入債務の増減額（△は減少） △23,069 △53,525

その他の流動資産の増減額（△は増加） △80,483 △90,838

その他の流動負債の増減額（△は減少） △104,071 △171,175

その他の固定負債の増減額（△は減少） △13,450 △26,704

その他 － 82,250

小計 3,054,958 2,729,476

利息及び配当金の受取額 20,141 70,547

利息の支払額 △4,545 △19,850

法人税等の支払額 △1,339,152 △1,206,831

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,731,402 1,573,342
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(単位：千円)

前事業年度
(自 平成19年７月１日
　至 平成20年６月30日)

当事業年度
(自 平成20年７月１日
　至 平成21年６月30日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

投資有価証券の取得による支出 △1,450,000 －

定期預金の預入による支出 － △220,000

有形固定資産の取得による支出 △909,685 △741,705

有形固定資産の売却による収入 300 1,321,161

無形固定資産の取得による支出 △17,136 △5,377

差入保証金の差入による支出 △2,109,092 △1,758,041

差入保証金の回収による収入 89,072 1,540,654

子会社株式の取得による支出 － △293,732

貸付けによる支出 △500 △1,794

貸付金の回収による収入 7,800 7,048

その他 △32,217 △90,608

投資活動によるキャッシュ・フロー △4,421,458 △242,396

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入れによる収入 100,000 －

長期借入金の返済による支出 △338,158 △83,324

リース債務の返済による支出 － △989,930

社債の償還による支出 △120,000 －

配当金の支払額 △228,282 △256,717

財務活動によるキャッシュ・フロー △586,440 △1,329,972

現金及び現金同等物に係る換算差額 － －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △3,276,496 973

現金及び現金同等物の期首残高 6,252,301 2,975,804

現金及び現金同等物の期末残高 ※１
 2,975,804

※１
 2,976,778
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【重要な会計方針】

　

項目
前事業年度

(自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日)

当事業年度
(自　平成20年７月１日
至　平成21年６月30日)

１　有価証券の評価基準及び

評価方法

(1) 満期保有目的の債券

償却原価法(定額法)を採用してお

ります。

(1) 満期保有目的の債券

　　           同左

　 (2) 子会社株式

移動平均法による原価法を採用し

ております。

(2) 子会社株式

同左

　 (3) その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時

価法(評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定)を採用

しております。

(3) その他有価証券

時価のあるもの

　　　　　　　 同左

２　デリバティブ等の評価基

準及び評価方法

時価法 同左

３　たな卸資産の評価基準及

び評価方法

原材料

　最終仕入原価法

原材料

最終仕入原価法による原価法

（収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法）
 
（会計方針の変更）

棚卸資産の評価基準及び評価方法

　通常の販売目的で保有するたな

卸資産については、従来、最終仕入

原価法による原価法によっており

ましたが、当事業年度より「棚卸

資産の評価に関する会計基準」

（企業会計基準第９号 平成18年

７月５日）が適用されたことに伴

い、最終仕入原価法による原価法

（収益性の低下に基づく簿価切下

げの方法）により算定しておりま

す。

　これにより、当事業年度の損益に

与える影響はありません。

EDINET提出書類

株式会社　三光マーケティングフーズ(E03404)

有価証券報告書

51/89



項目
前事業年度

(自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日)

当事業年度
(自　平成20年７月１日
至　平成21年６月30日)

４　固定資産の減価償却の方

法

(1) 有形固定資産

　　主として定率法（平成10年４月１日

以降に取得した建物（建物附属設

備を除く）は定額法）によってお

ります。なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。

　建物　　　　　15～22年

　器具及び備品　３～15年

　

（追加情報）

 当事業年度から、平成19年３月31

日以前に取得したものについて

は、償却可能限度額まで償却が終

了した翌期から５年間で均等償却

する方法によっております。

 これによる営業利益、経常利益

及び税引前当期純利益に与える

影響は軽微であります。

 

(1) 有形固定資産(リース資産除く)

　　主として定率法（平成10年４月１日

以降に取得した建物（建物附属設

備を除く）は定額法）によってお

ります。なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。

　建物　　　　　10～18年

　器具及び備品　３～10年

 

　

 

 

 

　 (2) 無形固定資産

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における利用可能

期間(５年)に基づく定額法によっ

ております。

(2) 無形固定資産(リース資産除く)

同左

　 　 (3) リース資産

　所有権移転外ファイナンス・リース

取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額

を０円または残価保証額とする定額法

によっております。

 

　なお、リース取引開始日が平成20年６

月30日以前のリース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。
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項目
前事業年度

(自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日)

当事業年度
(自　平成20年７月１日
至　平成21年６月30日)

５　引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能

性を勘案し、回収不能見込額を計

上しております。

 

(1) 貸倒引当金

同左

　 (2) 退職給付引当金

　　従業員の退職給付に備えるた　

　　め、当事業年度末における退職　

　　給付債務の見込額に基づき計上

　　しております。

　　数理計算上の差異は、その発生　

　　時の従業員の平均残存勤務期間　

　　内の一定の年数(３年)による定

　　額法により、翌期から費用処理

　　することとしております。

    

(2) 退職給付引当金
同左

　 (3) 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支給に備える

ため、内規に基づく期末要支給額

を計上しております。

(3) 役員退職慰労引当金
同左

　 (4) 役員賞与引当金

役員に対する賞与の支給に備える

ため、役員賞与支給見込額のうち

当事業年度に負担すべき額を計上

しております。

(4) 役員賞与引当金
同左

６　リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス

・リース取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会計処理に

よっております。

―
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項目
前事業年度

(自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日)

当事業年度
(自　平成20年７月１日
至　平成21年６月30日)

７　ヘッジ会計の方法 (1)ヘッジ会計の方法

特例処理の要件を満たす金利スワップ

について、特例処理を採用しておりま

す。

(2)ヘッジ手段

　金利スワップ

(3)ヘッジ対象

　市場金利等の変動によりキャッシュ・

フローが変動するもの（変動金利の借

入金）

(4)ヘッジ方針

　デリバティブ取引は金利の変動による

リスク回避を目的としており、投機的な

取引は行わない方針であります。デリバ

ティブ取引の執行・管理については、取

引権限及び取引限度額等を定めた社内

ルールに従い、資金担当部門が決裁担当

者の承認を得て行っております。

(5)ヘッジ有効性評価の方法

　金利スワップは特例処理の要件を満た

しており、その判定をもって有効性の評

価に代えております。

　　　　　　　　―

 

８　キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクしか負わない

取得日から３か月以内に償還期限の到

来する短期投資からなっております。

　　　　　　　同左

９　その他財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

消費税等の会計処理方法

消費税等の会計処理は、税抜方式によっ

ております。

消費税等の会計処理方法

同左
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【会計処理の変更】

前事業年度
(自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日)

当事業年度
(自　平成20年７月１日
至　平成21年６月30日)

― （リース取引に関する会計基準）

　所有移転外ファイナンス・リース取引については、

従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっ

ておりましたが、当事業年度より「リース取引に関す

る会計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17

日（企業会計審議会第一部会）、平成19年３月30日改

正））及び「リース取引に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第16号（平成６年１月18

日（日本公認会計士協会 会計制度委員会）、平成19

年３月30日改正））を適用し、通常の売買取引に係る

方法に準じた会計処理によっております。

　なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有

権移転外ファイナンス・リース取引については、引き

続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を

適用しております。

　これにより、損益に与える影響は軽微であります。
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【表示方法の変更】

前事業年度
(自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日)

当事業年度
(自　平成20年７月１日
至　平成21年６月30日)

（貸借対照表）

　前事業年度まで投資その他の資産の「その他」に含め

て表示しておりました「保険積立金」は、当事業年度に

おいて、資産の総額の100分の１を超えたため区分掲記し

ました。

　なお、前事業年度の「保険積立金」は146,473千円であ

ります。

（貸借対照表）

　前事業年度まで区分掲記しておりました「未収入金」

は、当事業年度において、資産総額の100分の１以下に

なったため、「その他」に含めて表示しました。「未収入

金」は、当事業年度において、112,105千円であります。
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【追加情報】

前事業年度
(自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日)

当事業年度
(自　平成20年７月１日
至　平成21年６月30日)

　　　　　　　　　　　― 　従来、「固定資産負担金」及び「協賛金収入」について

は営業外収益として計上しておりましたが、当事業年度

より売上原価から控除することといたしました。これは、

契約内容が改定され、営業活動（仕入）との関係が明確

になったことによるものであります。

　この変更により、従来の方法と比べ、売上原価は131,811

千円減少し、営業利益は同額増加しておりますが、経常利

益及び税引前当期純利益に与える影響はありません。　
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【注記事項】

(貸借対照表関係)

　
前事業年度

(平成20年６月30日)
当事業年度

(平成21年６月30日)

　１　当座貸越契約

当社は金融機関との間で当座貸越契約を締結して

おります。この契約に基づく当事業年度末の借入

未実行残高は次のとおりであります。

当座貸越限度額 200,000千円

借入実行残高 ―

差引額 200,000千円

　１　当座貸越契約

当社は金融機関との間で当座貸越契約を締結して

おります。この契約に基づく当事業年度末の借入

未実行残高は次のとおりであります。

当座貸越限度額 200,000千円

借入実行残高 ―

差引額 200,000千円
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(損益計算書関係)

前事業年度
(自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日)

当事業年度
(自　平成20年７月１日
至　平成21年６月30日)

※１　販売費に属する費用のおおよその割合は46％、一般

管理費に属する費用のおおよその割合は54％であり

ます。

　　　主要な費目及び金額は次のとおりであります。

従業員給与 6,992,565千円

退職給付費用 39,805

減価償却費 377,165

地代家賃 3,911,553

支払リース料 989,669

水道光熱費 1,088,651

役員退職慰労引当金繰入額 24,500

役員賞与引当金繰入額 72,000

※１　販売費に属する費用のおおよその割合は46％、一般

管理費に属する費用のおおよその割合は54％であり

ます。

　　　主要な費目及び金額は次のとおりであります。

従業員給与 6,940,298千円

退職給付費用 42,750

減価償却費 374,509

地代家賃 4,080,323

支払リース料 797,147

水道光熱費 1,122,337

役員退職慰労引当金繰入額 24,380

役員賞与引当金繰入額 72,000

 

※２　固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

建物　　　　　　　　 　　　　 4店舗分 69,558千円

工具、器具及び備品 　　 8店舗分 21,999千円

　　　　    　　計 91,558千円

　 　

※２　固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

建物　　　　　　　　4店舗分 79,503千円

工具、器具及び備品　4店舗分 15,591千円

　　　　    　　計 95,094千円

　 　
※３　固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。

建物　　　　　　　　1店舗分 20,113千円

構築物　　　　　　　1店舗分 694千円

工具、器具及び備品　1店舗分 5,224千円

　　　　    　　計 26,033千円

　 　
 

※３　　　　　　　　　　―

　 　

　 　

　 　

　　　　    　　 　

　 　

※４　店舗閉鎖損失の内訳は次のとおりであります。

差入保証金　　　　　6店舗分 95,021千円

撤去工事費用　　　　6店舗分 3,413千円

その他　　　　　　　6店舗分 7,117千円

　　　　    　　計 105,551千円

　 　

※４　店舗閉鎖損失の内訳は次のとおりであります。

差入保証金　　　　 6店舗分 35,957千円

撤去工事費用　　　16店舗分 38,171千円

その他　　　　　　 3店舗分 3,991千円

　　　　    　　計 78,121千円
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前事業年度
(自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日)

当事業年度
(自　平成20年７月１日
至　平成21年６月30日)

※５　減損損失

     以下の資産グループについて減損損失を計上し　　　

　　　　　　　　　　　

　　ました。

　　　　　　　　　　　　　　　　 　（単位　千円）

店名
場所

閉店予定日
用途 種類 減損損失

パスタママ 下北沢
（東京都世田谷区）
 
平成20年７月22日

店舗 建物等 6,510

東方見聞録渋谷駅東口
（東京都渋谷区）
 
平成20年９月30日

店舗 建物等 16,496

三光亭 東千葉
（千葉県千葉市）
 
平成20年７月６日

店舗 建物等 41,730

三光亭 高崎上大類
（群馬県高崎市）
 
平成20年10月31日

店舗 建物等 44,489

月の雫 クレフィ三宮
（兵庫県神戸市）
 
平成20年10月７日

店舗 建物等 65,742

三光亭 伊勢崎日之出
（群馬県伊勢崎市）
 
平成20年10月31日

店舗 建物等 68,918

三光亭 みどり大間々
（群馬県みどり市）
 
平成20年10月31日

店舗 建物等 70,734

　

※５　減損損失

　　　以下の資産グループについて減損損失を計上し　　　　　

　　　　　　　　　

　　ました。

　　　　　　　　　　　　　　　　 　（単位　千円）

店名
場所

用途 種類 減損損失

本社
（東京都新宿区）
注１

本社 建物等 22,551

庖坊主　
銀座店
（東京都中央区）
注１

店舗 建物等 45,384

荳庵　
銀座店
（東京都中央区）
注１

店舗 建物等 64,042

東方見聞録
三宮東口駅前店
（兵庫県神戸市）
注１

店舗 建物等 46,208

吉今ダイニング
大井町店
（東京都品川区）
注２

店舗 建物等 45,308

黄金の蔵　
錦糸町店
（東京都墨田区）
注２

店舗 建物等 22,855

東方見聞録
西武新宿駅前店
（東京都新宿区）
注２

店舗 建物等 27,872

月の雫
新小岩南口店
（東京都葛飾区）
注２

店舗 建物等 63,812

月の雫　
自由が丘駅前店
（東京都目黒区）
注２

店舗 建物等 40,867

三光亭　
野田山崎貝塚店
（千葉県野田市）
注２

店舗 建物等 23,688
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前事業年度
(自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日)

当事業年度
(自　平成20年７月１日
至　平成21年６月30日)

　

　当社は、キャッシュ・フローを生み出す最小単位とし
て各店舗をグルーピングしており、営業活動から生ずる
損益が継続してマイナスである資産グループ及び店舗
閉鎖の意思決定が行われた場合について減損を認識し、
帳簿価格を回収可能額まで減額しております。
 
　上記資産については、個別にグルーピングしており、店
舗閉鎖の意思決定が行われたため帳簿価額を回収可能
価額まで減額して314,621千円の減損損失を計上致しま
した。その内訳は建物88,231千円、差入保証金158,670千
円、その他67,720千円であります。
 
　なお、回収可能価額は正味売却価額により測定してお
りますが、すべて除却予定のため、資産の帳簿価額を０
円まで減額しております。
 

　

　当社は、キャッシュ・フローを生み出す最小単位とし
て各店舗をグルーピングしており、店舗閉鎖の意思決定
が行われた場合または営業活動から生ずる損益が継続
してマイナスである場合に減損を認識し、帳簿価額を回
収可能額まで減額するとともに、当該減少額を減損損失
（402,592千円）として特別損失に計上しております。
　その種類ごとの内訳は、建物等49,132千円、差入保証金
248,961千円、その他104,498千円であります。
 

注１　本社移転または店舗閉鎖の意思決定を行ったた

め、当該資産グループの帳簿価額を回収可能価

額まで減額いたしました。なお、回収可能価額は

正味売却価額により測定しておりますが、減損

損失計上時は除却予定であったため、資産の帳

簿価額を０円まで減額しております。

（平成21年６月30日現在すべて除却済）

 

注２　営業活動から生ずる損益が継続してマイナスで

あったため、当該資産グループの帳簿価額を回

収可能価額まで減額いたしました。なお、当資産

グループの回収可能価額は使用価値により測定

しておりますが、将来キャッシュ・フローがマ

イナスのため資産の帳簿価額を０円まで減額し

ております。
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　 (株主資本等変動計算書関係)

前事業年度(自　平成19年７月１日　至　平成20年６月30日)

１　発行済株式の種類及び総数に関する事項

　
前事業年度末株式数

(株)
当事業年度増加株式数

(株)
当事業年度減少株式数

(株)
当事業年度末株式数

(株)

発行済株式 　 　 　 　

普通株式(株) 143,870 ― ― 143,870

合計 143,870 ― ― 143,870

　

２　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成19年９月20日
定時株主総会

普通株式 115,096 800平成19年６月30日 平成19年９月21日

平成20年２月14日
取締役会

普通株式 115,096 800平成19年12月31日 平成20年３月17日

　

　(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

配当の原資
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年９月25日
定時株主総会

普通株式 143,870利益剰余金 1,000平成20年６月30日 平成20年９月26日

　

当事業年度(自　平成20年７月１日　至　平成21年６月30日)

１　発行済株式の種類及び総数に関する事項

　
前事業年度末株式数

(株)
当事業年度増加株式数

(株)
当事業年度減少株式数

(株)
当事業年度末株式数

(株)

発行済株式 　 　 　 　

普通株式(株) 143,870 ― ― 143,870

合計 143,870 ― ― 143,870

　

２　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成20年９月25日
定時株主総会

普通株式 143,870 1,000平成20年６月30日 平成20年９月26日

平成21年２月６日
取締役会

普通株式 115,096 800平成20年12月31日 平成21年３月12日

　

　(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

配当の原資
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成21年９月25日
定時株主総会

普通株式 115,096利益剰余金 800平成21年６月30日 平成21年９月28日
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(キャッシュ・フロー計算書関係)

前事業年度
(自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日)

当事業年度
(自　平成20年７月１日
至　平成21年６月30日)

※１　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

(平成20年６月30日現在)

現金及び預金勘定 2,975,804千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 ―

現金及び現金同等物 2,975,804千円
 

※１　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

(平成21年６月30日現在)

現金及び預金勘定 2,976,778千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 ―

現金及び現金同等物 2,976,778千円

 

２　重要な非資金取引の内容

　当期に新たに計上したファイナンス・リース取引に係

る資産及び債務の額は、それぞれ1,672,617千円でありま

す。
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(リース取引関係)

前事業年度
(自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日)

当事業年度
(自　平成20年７月１日
至　平成21年６月30日)

１　リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

 

 

 

 

 

 

 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

１　ファイナンス・リース取引（借主側）所有権移転外

ファイナンス・リース取引

①　リース資産の内容

（ア）有形固定資産

　店舗設備における厨房設備等（建物及び器具及び

備品）であります。

②　リース資産の減価償却の方法

　重要な会計方針「4.固定資産の減価償却の方法」

に記載のとおりであります。

　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のう

ち、リース取引開始日が、平成20年6月30日以前の

リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理によっており、その内容は以下

のとおりであります。

 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

　
取得価額
相当額
(千円)

減価償却
累計額
相当額
(千円)

期末残高
 相当額
 (千円)

建物 6,344,030955,1835,388,847

工具、器具及び
備品

801,501507,682293,818

車両
運搬具

10,823 4,597 6,255

ソフト
ウエア

46,49124,38522,105

合計 7,202,8471,491,8495,710,997

　

　
取得価額
相当額
(千円)

減価償却
累計額
相当額
(千円)

減損損失
累計額
相当額
(千円)

期末残高
相当額
(千円)

建物 1,619,239184,244104,4981,330,497

工具、器具
及び備品

355,142162,761 ― 192,381

車両
運搬具

10,8237,105 ― 3,717

ソフト
ウエア

46,24633,418 ― 12,827

合計 2,031,452387,529104,4981,539,424

(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年内 4,068,659千円

１年超 1,659,736

　合計 5,728,396千円

(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年内 273,849千円

１年超 1,379,803

　合計 1,653,652千円

リース資産減損勘定の残高 104,498千円

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

1) 支払リース料 945,920千円

2) 減価償却費相当額 798,469千円

3) 支払利息相当額 133,150千円

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額及び減損損失

1) 支払リース料 767,066千円

2) 減価償却費相当額 598,805千円

3) 支払利息相当額 136,071千円

4) 減損損失 104,498千円

(4) 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零または残

価保証額とする定額法によっております。

(4) 減価償却費相当額の算定方法

                      同左

(5) 利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。

(5) 利息相当額の算定方法

同左

２　オペレーティング・リース取引

未経過リース料

１年内 241,237千円

１年超 798,532

　合計 1,039,770千円

２　オペレーティング・リース取引

未経過リース料

１年内 167,058千円

１年超 616,087

　合計 783,145千円
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(有価証券関係)

前事業年度(平成20年６月30日現在)

１　満期保有目的の債券で時価のあるもの

　

　 種　類
貸借対照表計上額

(千円)
時価
(千円)

差額(千円)

　 (1)国債・地方債 ― ― ―

時価が貸借対照表計上額 (2)社債 1,293,800 1,293,800 ―

　を超えないもの (3)その他 ― ― ―

　 小　計 1,293,800 1,293,800 ―

合　　　　　計 1,293,800 1,293,800 ―

　注）組込デリバティブを区分して測定することができない複合金融商品は、全体を時価評価し、

　　　評価差額を当事業年度の損益に計上しております。

　　　なお、時価の算定方法は、取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。

　

２　その他有価証券で時価のあるもの

　

　 種類 取得原価(千円)
貸借対照表計上額

(千円)
差額(千円)

　 (1)株式 7,830 18,937 11,107

　 (2)債券 　 　 　

　貸借対照表計上額が取得 　①国債・地方債等 ― ― ―

　原価を超えるもの 　②社債 ― ― ―

　 　③その他 ― ― ―

　 (3)その他 ― ― ―

合　　　計 　 7,830 18,937 11,107

　

３　時価のない主な有価証券の内容及び貸借対照表計上額

　

内容 貸借対照表計上額(千円)

子会社株式及び関連会社株式 　

　非上場株式 10,000

　

４　その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額

　

種類
１年以内
(千円)

１年超５年以内
(千円)

５年超10年以内
(千円)

10年超
(千円)

１　債券 　 　 　 　

　(1) 国債・地方債 ― ― ― ―

　(2) 社債 ― ― ― 1,550,000

　(3) その他 ― ― ― ―

２　その他 ― ― ― ―

合計 ― ― ― 1,550,000
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当事業年度(平成21年６月30日現在)

１　満期保有目的の債券で時価のあるもの

　 種　類
貸借対照表計上額

(千円)
時価
(千円)

差額(千円)

　 (1)国債・地方債 ― ― ―

時価が貸借対照表計上額 (2)社債 1,295,535 1,295,535 ―

　を超えないもの (3)その他 ― ― ―

　 小　計 1,295,535 1,295,535 ―

合　　　　　計 1,295,535 1,295,535 ―

　

　注）組込デリバティブを区分して測定することができない複合金融商品は、全体を時価評価し、

　　　評価差額を当事業年度の損益に計上しております。

　　　なお、時価の算定方法は、取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。

 

２　その他有価証券で時価のあるもの

　 種類 取得原価(千円)
貸借対照表計上額

(千円)
差額(千円)

　 (1)株式 7,830 8,033 203

　 (2)債券 　 　 　

　貸借対照表計上額が取得 　①国債・地方債等 ― ― ―

　原価を超えるもの 　②社債 ― ― ―

　 　③その他 ― ― ―

　 (3)その他 ― ― ―

合　　　計 　 7,830 8,033 203

　

　

３　時価のない主な有価証券の内容及び貸借対照表計上額

内容 貸借対照表計上額(千円)

子会社株式及び関連会社株式 　

　非上場株式 303,732

　

　

４　その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額

種類
１年以内
(千円)

１年超５年以内
(千円)

５年超10年以内
(千円)

10年超
(千円)

１　債券 　 　 　 　

　(1) 国債・地方債 ― ― ― ―

　(2) 社債 ― ― ― 1,550,000

　(3) その他 ― ― ― ―

２　その他 ― ― ― ―

合計 ― ― ― 1,550,000

　

　

前へ　　　次へ

EDINET提出書類

株式会社　三光マーケティングフーズ(E03404)

有価証券報告書

67/89



(デリバティブ取引関係)

１　取引の状況に関する事項

前事業年度
(自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日)

当事業年度
(自　平成20年７月１日
至　平成21年６月30日)

(1) 取引の内容

利用しているデリバティブ取引は、金利スワップ取

引及びデリバティブを組み込んだ複合金融商品取引

であります。

(1) 取引の内容

　　利用しているデリバティブ取引は、デリバティブを組

み込んだ複合金融商品取引であります。

 

(2) 取引に対する取組方針

デリバティブ取引は、金利の変動によるリスク回避

を目的としております。また、余裕資金を効率的に運

用するため、元本を毀損することのない複合金融商

品を満期保有目的で利用しており、投機的な取引は

行わない方針であります。

 

(2) 取引に対する取組方針

　　デリバティブ取引は、余裕資金を効率的に運用するた

め、元本を毀損することのない複合金融商品を満期

保有目的で利用しており、投機的な取引は行わない

方針であります。

 

(3) 取引の利用目的

デリバティブ取引は、借入金利等の将来の金利市場

における利率上昇による変動リスクを回避する目的

で利用しており、デリバティブを組み込んだ複合金

融商品取引は、余剰資金の運用を目的としておりま

す。

①ヘッジ会計の処理

　特例処理の要件を満たす金利スワップについて、特

例処理を採用しております。

②ヘッジ手段とヘッジ対象

　ヘッジ手段・・・金利スワップ

　ヘッジ対象・・・市場金利等のキャッシュ・フ

　　　　　　　　　ローが変動するもの

　　　　　　　　　（変動金利の借入金）

③ヘッジ方針

　デリバティブ取引は金利の変動によるリスク回避

を目的としており、投機的な取引は行わない方針で

あります。

④ヘッジ有効性評価の方法

　金利スワップは特例処理の要件を満たしており、そ

の判定をもって有効性の評価に代えております。

 
 

(3) 取引の利用目的

　　デリバティブを組み込んだ複合金融商品取引は、余剰

資金の運用を目的としております。

 

 

(4) 取引に係るリスクの内容
　　金利スワップ取引は市場金利の変動によるリスクはほ

とんどないと認識しております。また、複合金融商品

取引は為替相場の変動による金利変動リスクを有し

ておりますが、元本確保を前提とするなど、リスクの

高い取引は行っておりません。なお、これらの取引は

いずれも信用度の高い金融機関にて運用を行ってお

り、契約不履行により生じる信用リスクは極めて低

いと認識しております。

 

(4) 取引に係るリスクの内容

　　複合金融商品取引は為替相場の変動による金利変動リ

スクを有しておりますが、元本確保を前提とするな

ど、リスクの高い取引は行っておりません。なお、当

該取引は信用度の高い金融機関にて運用を行ってお

り、契約不履行により生じる信用リスクは極めて低

いと認識しております。

 

 

(5) 取引に係るリスク管理体制
　　金利関連のデリバティブ取引及び複合金融商品取引の

執行・管理については、取引権限及び取引限度額等

を定めた社内ルールに従い、資金担当部門が決裁担

当者の承認を得て行っております。

 

(5) 取引に係るリスク管理体制

　　複合金融商品取引の執行・管理については、取引権限

及び取引限度額等を定めた社内ルールに従い、資金

担当部門が決裁担当者の承認を得て行っておりま

す。
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２　取引の時価等に関する事項

前事業年度(自　平成19年７月１日　至　平成20年６月30日)

　複合金融商品の組込デリバティブについては、複合金融商品全体を時価評価し、（有価証券　　　　

　　関係）に含めて記載しております。

　

当事業年度(自　平成20年７月１日　至　平成21年６月30日)      

　複合金融商品の組込デリバティブについては、複合金融商品全体を時価評価し、（有価証券　　　　

　　関係）に含めて記載しております。
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(退職給付関係)

前事業年度
(自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日)

当事業年度
(自　平成20年７月１日
至　平成21年６月30日)

１　採用している退職給付制度の概要

当社は、退職一時金制度を採用しております。

１　採用している退職給付制度の概要

当社は、退職一時金制度を採用しております。

２　退職給付債務及びその内訳

前事業年度

(平成20年６月30日現在)

(1) 退職給付債務 △143,761千円

(2) 退職給付引当金 155,951千円

差引(1)＋(2) 12,190千円

(3) 未認識数理計算上の差異 12,190千円

２　退職給付債務及びその内訳

当事業年度

(平成21年６月30日現在)

(1) 退職給付債務 △126,684千円

(2) 退職給付引当金 181,147千円

差引(1)＋(2) 54,463千円

(3) 未認識数理計算上の差異 54,463千円

３　退職給付費用の内訳

前事業年度

(自　平成19年７月１日

至　平成20年６月30日)

退職給付費用 39,805千円

(1) 勤務費用 42,086千円

(2) 利息費用 1,809千円

(3) 数理計算上の差異の費用処理額△4,090千円

３　退職給付費用の内訳

当事業年度

(自　平成20年７月１日

至　平成21年６月30日)

退職給付費用 42,750千円

(1) 勤務費用 44,029千円

(2) 利息費用 2,156千円

(3) 数理計算上の差異の費用処理額△3,435千円

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

前事業年度

(平成20年６月30日現在)

(1) 割引率 1.50％

(2) 退職給付見込額の期間配分方法期間定額基準

(3) 数理計算上の差異の処理年数 ３年

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

当事業年度

(平成21年６月30日現在)

(1) 割引率 1.50％

(2) 退職給付見込額の期間配分方法期間定額基準

(3) 数理計算上の差異の処理年数 ３年
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(ストック・オプション等関係)

前事業年度(自　平成19年７月１日　至　平成20年６月30日)

１　ストック・オプションの内容

　

　
平成15年

ストック・オプション

付与対象者の区分及び人数 取締役１名及び従業員11名

株式の種類及び付与数(注) 普通株式　　　196株

付与日 平成15年９月25日

権利確定条件
権利行使時において、当社の取締役又は従業員の地位に
あること。

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはありません。

権利行使期間
平成17年10月１日から
平成21年９月30日まで

(注)　株式数に換算して記載しております。

　

２　ストック・オプションの規模及びその変動状況

①　ストック・オプションの数

当事業年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数につ

いては、株式数に換算して記載しております。

　

　
平成15年

ストック・オプション

権利確定前　　　　　　　　　(株) 　

　期首 ―

　付与数 ―

　失効数 ―

　行使数 ―

　未行使数 ―

権利確定後　　　　　　　　　(株) 　

　期首 116

　付与数 ―

　失効数 8

　行使数 ―

　未行使数 108

　

②　単価情報

　

　
平成15年

ストック・オプション

権利行使価格(円) 108,397

行使時平均株価(円) ―

公正な評価単価(付与日)(円) ―
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当事業年度(自　平成20年７月１日　至　平成21年６月30日)

１　ストック・オプションの内容

　

　
平成15年

ストック・オプション

付与対象者の区分及び人数 取締役１名及び従業員11名

株式の種類及び付与数(注) 普通株式　　　196株

付与日 平成15年９月25日

権利確定条件
権利行使時において、当社の取締役又は従業員の地位に
あること。

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはありません。

権利行使期間
平成17年10月１日から
平成21年９月30日まで

(注)　株式数に換算して記載しております。

　

２　ストック・オプションの規模及びその変動状況

①　ストック・オプションの数

当事業年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数につ

いては、株式数に換算して記載しております。

　

　
平成15年

ストック・オプション

権利確定前　　　　　　　　　(株) 　

　期首 ―

　付与数 ―

　失効数 ―

　行使数 ―

　未行使数 ―

権利確定後　　　　　　　　　(株) 　

　期首 108

　付与数 ―

　失効数 ―

　行使数 ―

　未行使数 108

　

②　単価情報

　

　
平成15年

ストック・オプション

権利行使価格(円) 108,397

行使時平均株価(円) ―

公正な評価単価(付与日)(円) ―
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(税効果会計関係)

前事業年度
(平成20年６月30日)

当事業年度
(平成21年６月30日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産 　

貸倒引当金 4,694千円

未払事業税 46,915

退職給付引当金 63,472

役員退職慰労引当金 178,160

投資有価証券評価損 104,273

  減損損失 115,639

    その他 38,442

繰延税金資産計 551,598

繰延税金負債 　

  その他有価証券評価差額金 △4,520

繰延税金負債計 △4,520

繰延税金資産の純額 547,077
 

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産 　

貸倒引当金 3,054千円

未払賞与 46,763

未払事業税 32,209

前受収益 81,580

退職給付引当金 73,727

役員退職慰労引当金 188,082

投資有価証券評価損 103,567

減損損失 120,120

その他 52,131

繰延税金資産計 701,237

繰延税金負債 　

その他有価証券評価差額金 △82

繰延税金負債計 △82

繰延税金資産の純額 701,154
 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳

法定実効税率 40.7％

(調整) 　

　同族会社の留保金課税 2.4

　住民税均等割等 2.7

　交際費等永久に損金に算入されない
　項目

1.6

　その他 △1.8

　税効果会計適用後の法人税等の負担率 45.6
 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳

法定実効税率 40.7％

(調整) 　

　同族会社の留保金課税 1.1

　住民税均等割等 2.7

　交際費等永久に損金に算入されない
　項目

0.2

　その他 1.2

　税効果会計適用後の法人税等の負担率 45.9
 

　

　

(持分法損益等)

前事業年度(自　平成19年７月１日　至　平成20年６月30日)

該当事項はありません。

　

当事業年度(自　平成20年７月１日　至　平成21年６月30日)

該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

前事業年度(自　平成19年７月１日　至　平成20年６月30日)

関連当事者との取引について記載すべき重要なものはありません。

　

当事業年度(自　平成20年７月１日　至　平成21年６月30日)

（追加情報）

　当事業年度より、「関連当事者の開示に関する会計基準」（企業会計基準第11号　平成18年10月17

日）及び「関連当事者の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第13号　平成18

年10月17日）を適用しております。

　この結果、従来の開示対象範囲に対し、重要な追加はありません。

 

　1.関連当事者との取引

　　　関連当事者との取引について記載すべき重要なものはありません。

　2.親会社又は重要な関連会社に関する注記

　　(1)親会社情報

　　　該当ありません。

　　(2)重要な関連会社の要約財務諸表

　　　該当ありません。
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(１株当たり情報)

前事業年度
(自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日)

当事業年度
(自　平成20年７月１日
至　平成21年６月30日)

１株当たり純資産額 85,899円97銭１株当たり純資産額 91,507円45銭

１株当たり当期純利益金額 7,660円01銭１株当たり当期純利益金額 7,452円43銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について
は、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記
載しておりません。
 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい
ては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないた
め記載しておりません。
 

　　(注) １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のと

おりであります。

　
前事業年度

(自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日)

当事業年度
(自　平成20年７月１日
至　平成21年６月30日)

１株当たり当期純利益金額 　 　

当期純利益(千円) 1,102,045 1,072,180

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る当期純利益(千円) 1,102,045 1,072,180

期中平均株式数(株) 143,870 143,870

　 　 　

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 　 　

当期純利益調整額(千円) ― ―

普通株式増加数(株) ― ―

(うち新株予約権) (―) (―)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり当期純利益の算定に含めなかった潜在株式
の概要

新株予約権１種類（新株
予約権の数54個）

新株予約権１種類（新株
予約権の数54個）
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(重要な後発事象)

　
前事業年度

(自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日)

当事業年度
(自　平成20年７月１日
至　平成21年６月30日)

1.株式取得による会社の買収

当社は、平成20年６月12日開催の取締役会において、アジ

アンエイト株式会社（以下「対象者」）の株式を取得す

ることを決議し、同年７月１日に実施しました。

 

(1)株式取得による会社の買収の旨及び目的

対象者は、東京都内を中心に中華料理の飲食店の店舗展

開をしておりその顧客基盤やノウハウ等を当社のそれと

融合させることにより、より付加価値の高いサービスが

出来得ると考え、買収を決定致しました。

 

(2)買収する会社の名称、事業内容、規模

名称　　　　　アジアンエイト株式会社

主な事業内容　中華居酒屋店の運営

設立　　　　　平成19年３月６日

本店所在地　　東京都千代田区岩本町三丁目８番15号

代表者　　　　代表取締役　尾張　良介

業績（平成20年３月31日期）

　資本の額　　　 30,000千円

　売上高　　　　758,473千円

　経常損失　　　 15,133千円

　当期純損失     16,073千円

　総資産　　　　550,800千円

　純資産　　　　395,162千円

 

(3)株式取得の時期

平成20年７月１日

 

(4)株式の取得先

レッドホースアソシエイツ株式会社

 

(5)取得する株式の種類、数、取得価額

取得する株式の種類：普通株式

取得する株式の数：600株

取得価額：普通株式１株につき、金 366,666円

　　　　　総額 220,000,000円

 

(6)取得後の所有割合

　100％

 

(7)支払資金の調達方法

自己資金

1.不動産売買契約の締結

当社は、平成21年８月27日開催の取締役会において、事業

拡大の目的で、不動産売買契約の締結を決議いたしまし

た。

 

(1)購入先

　株式会社エー・アイ・シー

 

(2)取得資産

　東京都新宿区西新宿一丁目14番19

　土地（面積）　　　　　　109.21㎡

　建物（総床面積）        497.52㎡

 

(3)取得価格

　975,000千円（税込）

 

(4)売買契約締結日及び引渡し予定日

　売買契約締結日　　　　平成21年９月11日

　引渡し予定日　　　　　平成21年９月30日

 

(5)支払資金の調達方法

　自己資金
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⑤ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

　

投資有価証券 その他有価証券

銘柄 株式数(株)
貸借対照表計上額

(千円)

株式会社T＆Dホールディングス 2,900 8,033

計 2,900 8,033

　

【債券】

　

投資有価証券
満期保有目的の

債券

銘柄 券面総額(千円)
貸借対照表計上額

(千円)

三菱ＵＦＪセキュリティーズ
インターナショナル
期限前償還条項付為替リンク債

100,000 83,471

三菱ＵＦＪセキュリティーズ
インターナショナル
期限前償還条項付為替リンク債

450,000 373,644

三菱ＵＦＪセキュリティーズ
インターナショナル
期限前償還条項付為替リンク債

1,000,000 838,420

計 1,550,000 1,295,535
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【有形固定資産等明細表】

　

資産の種類
前期末残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(千円)

当期末残高
(千円)

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額(千円)

当期償却額
(千円)

差引当期末
残高
(千円)

有形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　建物 926,003894,793957,993862,802265,719127,971597,083

　 　 　 (38,288)　 　 　 　

　構築物 3,600 ― 2,830 769 769 272 ―

　 　 　 ( 2,230)　 　 　 　

　工具、器具及び備品 361,404207,742292,203276,944147,27080,116129,673

　 　 　 ( 8,613)　 　 　 　

　土地 57,370 ― ― 57,370 ― ― 57,370

　リース資産 ― 1,672,617― 1,672,61778,06478,0641,594,553

　建設仮勘定 42,479722,874633,857131,496 ― ― 131,496

有形固定資産計 1,390,8583,498,0281,886,8853,002,001491,823286,4242,510,177

　 　 　 (49,132)　 　 　 　

無形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　商標権 1,070 ― ― 1,070 765 107 304

　 ソフトウエア 116,547 633 ― 117,180 73,30521,521 43,874

  電話加入権 2,846 ― ― 2,846 ― ― 2,846

無形固定資産計 120,463 633 ― 121,096 74,07121,628 47,025

 長期前払費用 4,756 ― ― 4,756 4,460 ― 295

 繰延資産 ― ― ― ― ― ― ―

繰延資産計 ― ― ― ― ― ― ―

(注) １　当期に増加した資産の主な内容は次のとおりであります。

　建物　　　　　　　　 東方見聞録（茶屋町）、月の雫（クイズ溝の口）、黄金の蔵（調布駅前・

　　　　　　　新宿東口ニューサンパーク）、電撃ホルモン（池袋西口・クイズ溝の口・

　　　　　　　自由が丘駅前・新宿靖国通り・恵比寿・川崎駅前・調布駅前）

　　　　　　　金の蔵Jr.（川崎駅前・池袋西口）、本社

　工具、器具及び備品 　東方見聞録（茶屋町）、月の雫（クイズ溝の口）、黄金の蔵（調布駅前・

　　　　　　　新宿東口ニューサンパーク）、電撃ホルモン（池袋西口・クイズ溝の口・

　　　　　　　自由が丘駅前・新宿靖国通り・恵比寿・川崎駅前・調布駅前）

　　　　　　　金の蔵Jr.（川崎駅前・池袋西口）、本社

　リース資産　　　　 　月の雫（赤坂見附・新宿パレット・新宿西口本店・アトレ上野・

　　　　　　　品川グランパサージュ・船橋南口FACE・新宿靖国通り・立川・銀座すきや橋・

　　　　　　　桜木町・西武新宿・大宮・渋谷東急本店前・大井町東口駅前・新宿通り・

　　　　　　　さいたま新都心・八王子、秋葉原・新宿郵便局前・グランデュオ蒲田・西梅田・

　　　　　　　あべのルシアス）

　　　　　　　東方見聞録（赤羽東口・上野浅草口・秋葉原・新宿東口ニューサンパーク・

　　　　　　　小田急多摩センター）

　　　　　　　黄金の蔵（秋葉原・秋葉原中央口・浦安駅前）、電撃ホルモン（新宿通り）・

　　　　　　　金の蔵Jr.（吉祥寺公園口）、吉今（秋葉原中央口）
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２　当期に減少した資産の主な内容は次のとおりであります。

　建物　　　　　　　 　月の雫（グランデュオ蒲田）

　　　　　　　東方見聞録（関内北口・三宮東口駅前・赤羽東口・上野浅草口・秋葉原、

　　　　　　　新宿東口ニューサンパーク・小田急多摩センター）

　　　　　　　黄金の蔵（秋葉原・秋葉原中央口・浦安駅前）、電撃ホルモン（新宿通り）、

　　　　　　　金の蔵Jr.（吉祥寺公園口）、吉今（秋葉原中央口）

　　　　　　　庖坊主（銀座）、荳庵（銀座）、三光亭（甲府湯田、野田山崎貝塚）、本社

　工具、器具及び備品 　月の雫（グランデュオ蒲田）

　　　　　　　東方見聞録（関内北口・三宮東口駅前・赤羽東口・上野浅草口・秋葉原、

　　　　　　　新宿東口ニューサンパーク・小田急多摩センター）

　　　　　　　黄金の蔵（秋葉原・秋葉原中央口・浦安駅前）、電撃ホルモン（新宿通り）、

　　　　　　　金の蔵Jr.（吉祥寺公園口）、吉今（秋葉原中央口）

　　　　　　　庖坊主（銀座）、荳庵（銀座）、三光亭（甲府湯田、野田山崎貝塚）、本社

３　「当期減少額」欄の（　）内は内書きで、減損損失の計上額であります。
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【借入金等明細表】

　

区分
前期末残高
(千円)

当期末残高
(千円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 ─ ─ ─ ―

１年以内に返済予定の長期借入金 83,324 33,324 1.45 ―

１年以内に返済予定のリース債務 ─ 259,968 6.77 ―

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く。)

55,568 22,244 1.45平成22年から平成23年

 リース債務(１年以内に返済予定の
ものを除く。)

─ 422,718 6.77平成22年から平成24年

 その他有利子負債
 (割賦購入未払金)

12,164 7,419 1.97 ―

合計 151,056 745,674 ― ―

(注) １　平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。

２　長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く。)、リース債務(１年以内に返済予定のものを除く。)及びその他

有利子負債の貸借対照表日後５年間の返済予定額は以下のとおりであります。

　

区分
１年超２年以内
(千円)

２年超３年以内
(千円)

３年超４年以内
(千円)

４年超５年以内
(千円)

長期借入金 22,244 ─ ─ ─

リース債務 274,012 148,705 ─ ─

その他有利子負債 2,675 ─ ─ ─

　

【引当金明細表】

　

区分
前期末残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(目的使用)
(千円)

当期減少額
(その他)
(千円)

当期末残高
(千円)

貸倒引当金 11,533 7,504 ― 11,533 7,504

役員賞与引当金 72,000 72,000 72,000 ― 72,000

役員退職慰労引当金 437,740 24,380 ― ― 462,120

(注)　貸倒引当金の「当期減少額の(その他)」は、一般債権の貸倒実績率による洗替額であります。
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

①　流動資産

イ　現金及び預金

区分 金額(千円)

現金 75,025

預金の種類 　

普通預金 2,901,574

別段預金 178

小計 2,901,753

合計 2,976,778

　

ロ　売掛金

相手先別明細

相手先 金額(千円)

三井住友カード株式会社 131,355

株式会社ジェーシービー 49,877

ＪＲ東日本商業開発株式会社 14,568

東京圏駅ビル開発株式会社(アトレ上野) 9,121

豊田産業株式会社 6,803

その他 33,161

合計 244,888

　

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

前期繰越高(千円)
 
(Ａ)

当期発生高(千円)
 
(Ｂ)

当期回収高(千円)
 
(Ｃ)

次期繰越高(千円)
 
(Ｄ)

回収率(％)
 
(Ｃ)

×100
(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日)
(Ａ)＋(Ｄ)
２
(Ｂ)
365

286,826 9,970,90710,012,845244,888 97.61 9.73

(注)　当期発生高には消費税等が含まれております。
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ハ　原材料

品目 金額(千円)

飲料品 26,587

生鮮食品 8,023

その他食品 15,127

合計 49,739

　

②　固定資産

差入保証金

相手先 金額(千円)

株式会社永藤パン店
(月の雫上野公園前店)

180,000

株式会社鹿鳴
(東方見聞録新宿中央東口店)

169,287

株式会社三好野
(東方見聞録新宿通り店)

150,000

株式会社新宿西口会館
(月の雫新宿パレット店)

139,256

株式会社スペーストラスト
(葡萄屋)

130,000

その他
(月の雫銀座インズ店他)

7,224,801

合計 7,993,344

　

③　流動負債

　買掛金

相手先 金額(千円)

株式会社キョクジュ 102,922

株式会社カクヤス 79,124

株式会社ハンスイ 50,181

フードリンク株式会社 34,180

国分株式会社 31,336

その他 211,243

合計 508,989
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(3) 【その他】

当事業年度における各四半期会計期間に係る売上高等

　 　
第１四半期

自 平成20年７月１日
至 平成20年９月30日

第２四半期
自 平成20年10月１日
至 平成20年12月31日

第３四半期
自 平成21年１月１日
至 平成21年３月31日

第４四半期
自 平成21年４月１日
至 平成21年６月30日

売上高 (百万円) 6,272 6,871 6,085 5,912

税引前
四半期純利益金額

(百万円) 431 798 426 323

四半期純利益金額 (百万円) 230 429 228 183

１株当たり
四半期純利益金額

(円) 1,600.11 2,986.15 1,588.35 1,277.82
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ７月１日から６月30日まで

定時株主総会 毎事業年度の終了後から３か月以内

基準日 ６月30日

剰余金の配当の基準日 12月31日、６月30日

１単元の株式数 ─

単元未満株式の買取り ─

公告掲載方法

当会社の公告方法は、電子公告とします。ただし、事故その他やむを得ない事由によっ
て電子公告をできない場合は、日本経済新聞に掲載して行います。
なお、電子公告は当社のホームページに掲載しており、そのアドレスは次のとおりで
す。
http://sankofoods.com

株主に対する特典 株主優待制度
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第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

該当事項はありません。

　

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

　

(1) 有価証券報告書及びその添付書類

　　事業年度　第32期(自　平成19年７月１日　至　平成20年６月30日)平成20年９月26日関東財務局長に提出。

(2) 四半期報告書、四半期報告書の確認書

第33期第１四半期(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)平成20年11月14日関東財務局長に提出。

第33期第２四半期(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)平成21年２月13日関東財務局長に提出。

第33期第３四半期(自　平成21年１月１日　至　平成21年３月31日)平成21年５月15日関東財務局長に提出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書
　

　

平成20年９月25日

株式会社三光マーケティングフーズ

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　 関　　谷　　靖　　夫　　㊞

　 　 　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　 久 保 澤　　和　　彦　　㊞

　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている株式会社三光マーケティングフーズの平成19年７月１日から平成20年６月30日までの第32期

事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書

及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の

立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社三光マーケティングフーズの平成20年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事

業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認

める。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 ※１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)

が別途保管しております。

２　財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
　

　

平成21年９月25日

株式会社三光マーケティングフーズ

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　 関　　谷　　靖　　夫　　㊞

　 　 　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　 久 保 澤　　和　　彦　　㊞

　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　

 

＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている株式会社三光マーケティングフーズの平成20年７月１日から平成21年６月30日までの第33期

事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書

及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の

立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社三光マーケティングフーズの平成21年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事

業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認

める。
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＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社三光マー

ケティングフーズの平成21年６月30日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統

制を整備及び運用並びに内部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場

から内部統制報告書に対する意見を表明することにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚

偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性がある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠

して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な

虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行わ

れ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体

としての内部統制報告書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、株式会社三光マーケティングフーズが平成21年６月30日現在の財務報告に係る内部統制は

有効であると表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係

る内部統制の評価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適

正に表示しているものと認める。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 ※１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)

が別途保管しております。

２　財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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